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本調査報告書（公表版）は、第三者委員会が令和７（２０２５）年１月３１

日付けで提出した調査報告書について、対外公表を目的として、プライバシー

保護などの観点から、個人名の仮名化及び個人の特定につながる可能性のある

情報のマスキング、省略など、当委員会において、必要かつ合理的と認める非

公表措置を施した上で作成したものである。 

個人名については、別紙【一覧表】のとおりアルファベットで表記し、一部

の記載内容については、〇という記号で置き換えるなどしている。 

なお、調査報告書末尾記載の添付資料は省略した。 
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第１ 調査の概要 

１ 当委員会設置の経緯 

 学校法人鎮西学院（以下「鎮西学院」という。）は、Ｆ監事及びＥ監事から、

令和６（２０２４）年５月２０日付け監査報告書（以下「監査報告書」という。）

の提出を受けた。 

当委員会は、鎮西学院から監査報告書の各指摘事項について、事実の調査、

内容に対する評価、鎮西学院の取組に対する評価、提言等の依頼を受けた。 

２ 当委員会の構成 

当委員会の構成は、以下のとおりである。当委員会の委員と鎮西学院との間

に、利害関係は存しない。 

また、当委員会は、日本弁護士連合会「企業等不祥事における第三者委員会

ガイドライン」に準拠するものである。 

山下  忠佑  委員長 （弁護士） 

福井 慎一郎  委員  （弁護士） 

南正覚 文枝  委員  （弁護士） 

３ 調査の対象事実及び目的等 

 当委員会の調査対象等は、監査報告書の各指摘事項について事実を調査した

上で、その内容について検討、評価するとともに、各指摘事項を受けた鎮西学

院の各取組についても検討した上で、必要な場合には再発防止策等を提言する

ことである。 

 よって、主たる調査対象は監査報告書の各指摘事項であり、監査報告書の提

出以降に発生した事象については、監査報告書の検討、評価等に必要な範囲で、

飽くまで参考事情として考慮するにとどめた。 

なお、これに伴い本調査報告書においては、鎮西学院の理事、教職員等の肩

書を、令和６（２０２４）年５月当時のもので呼称することとする。 

４ 当委員会の開催日時及び内容等 
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添付資料１のとおり。 

当委員会においては、合計１７回の協議等を行った。 

５ 調査方法 

⑴ 鎮西学院より、理事会及び評議員会の議事録、寄附行為等の各種規程、Ｅ

メール及び鎮西学院作成資料などの関係資料を収集した。 

⑵ 鎮西学院本部において、鎮西学院大学の学部長選挙の投票用紙原本を含む

関係資料を調査した。 

同じく鎮西学院本部において、事務室金庫内に保管されていた各理事の印

鑑や、Ｄ課長の使用するパーソナルコンピュータ内のデータを調査するなど

した。 

⑶ 添付資料１のとおり、鎮西学院のＢ理事長、Ａ学院長兼学長（以下「Ａ氏」

という。）、Ｃ事務局長を含む各理事並びにＥ監事及びＦ監事など計１３人に

対してヒアリング調査を行った。 

⑷ Ｅ監事に対するヒアリング調査の際、Ｅ監事より、令和６（２０２４）年

２月２９日の理事会における議事の一部を録音したデータ（以下「２月２９

日理事会録音データ」という。）、同年１月３１日実施の鎮西学院大学学部長

選挙の投票用紙の表裏を撮影した画像データ（以下「投票用紙画像データ」

という。）等の資料の提出を受けた。 

この際、Ｅ監事は、２月２９日理事会録音データ及び投票用紙画像データ

（以下、併せて「両データ」という。）について、当委員会に提供する前提と

して、「両データは、いずれも自ら録音、撮影したものではなく、それぞれ情

報提供者より提供を受けたものである。両データを鎮西学院の教職員等が確

認した場合、情報提供者が判明する可能性がある。このため、鎮西学院の教

職員等には両データ自体を提供等しないことを誓約願いたい。」旨の申し出

を受けた。 

当委員会は、当委員会において両データを確認することは正確な事実認定
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に基づいた適切な判断という本件調査の目的に鑑みて必要不可欠であると判

断し、Ｅ監事に対し、両データ自体を調査報告書の添付資料としないこと、

両データ自体を鎮西学院及び鎮西学院の教職員等に提供しないことを約した

上で、Ｅ監事より両データの提供を受けた。 

⑸ 鎮西学院から、監査報告書に対する鎮西学院の意見及び取組を明らかにす

るものとして、令和６（２０２４）年１１月８日付け「監査報告書の指摘事

項等に対する意見書及び対応状況について」（添付資料２ 以下「鎮西学院意

見書」という。）及び同日付け「監査報告書における指摘事項への対応状況」

（添付資料３ 以下「鎮西学院対応状況」という。）の提出を受けた。 

６ 調査期間 

令和６（２０２４）年１０月１日から令和７（２０２５）年１月３１日 

７ 調査の前提事項 

本調査については、与えられた条件のもとで十分な内容の調査を行うことが

できたと考えるが、鎮西学院から受領した資料等を前提とするとともに、限ら

れた期間内で行った検討に基づく意見であり、事実認定及び法的検討を含め十

分とはいえないものが含まれている可能性も否定し得ない。 

また、本来であれば調査対象者とは別の者が資料収集の窓口を担うことが望

ましいが、本調査においては、鎮西学院における各種資料の有無及び所在等を

把握している代替可能な人員が存在せず、Ｃ事務局長及びＤ課長を調査対象者

とするとともに、鎮西学院側の資料収集の窓口とせざるを得なかった。 

以上から、より詳細かつ精緻な調査ないし検討を行った場合には、本調査報

告書と異なる結論に至る場合もあり得ることにつき留意されたい。 

 

第２ 前提となる事実、経過等 

１ 鎮西学院の概要 

明治１４（１８８１）年に創設された加伯利英和学校を前身とし、鎮西学院
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大学、鎮西学院高等学校（以下「鎮西学院高校」という。）及び認定こども園鎮

西学院幼稚園を設置する学校法人である。 

 学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する理事会のほか、理事長

からの諮問を受ける評議員会及び学校法人の業務、財産の状況を監査する監事

などが設置されている。 
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鎮西学院の組織図は、以下のとおりである。 

 

２ 監査報告書提出に至る事実経過等 

⑴ 平成２８（２０１６）年４月１日、Ａ氏は、鎮西学院の教育顧問に就任し

た。 

その後、平成３０（２０１８）年４月１日、Ａ氏は、鎮西学院の学院長に

就任した。Ａ氏の学院長選任に当たっては、理事会において、Ａ氏が鎮西学
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院にとって初めての非常勤の学院長となること、このために学院長を補佐す

る副院長を選任することなどを前提として選任が承認された（同年３月１日

理事会議事録）。 

⑵ 同年４月１日、Ｃ事務局長が鎮西学院の法人事務局長に就任し、鎮西学院

大学事務局長と兼任となった。 

 同年１２月１８日の理事会及び評議員会において、鎮西学院学院長選考規

程、鎮西学院高等学校校長選考規程（以下「校長選考規程」という。）、鎮西

学院幼稚園園長選考規程と共に鎮西学院事務局長選考規程（以下「事務局長

選考規程」という。）が承認された。 

事務局長選考規程には、事務局長の任期の定めはない。 

上記各選考規程の審議に当たって、Ｃ事務局長から、各選考規程は学校法

人の管理運営の透明性確保のため常置委員会及び学院運営協議会において検

討、作成されたものである旨の説明がなされた（同日評議員会議事録）。 

⑶ 平成３１ （２０１９）年４月１日、鎮西学院と弁護士であるＥ氏との間で、

法律顧問契約が締結された。 

⑷ 令和３（２０２１）年４月１日、Ａ氏が、鎮西学院大学の学長に就任し、

学院長と兼任となった。 

⑸ 同年６月２０日、弁護士であるＥ氏及び税理士であるＦ氏が、鎮西学院の

監事に就任した（以下、それぞれ「Ｅ監事」、「Ｆ監事」という。）。 

⑹ 同年１２月１７日の理事会及び評議員会において、Ａ氏の学院長及び学長

の再任が承認、同意された。 

⑺ 令和４（２０２２）年２月１日、Ｂ氏が鎮西学院理事長に就任した。 

⑻ 同年５月２６日の理事会において、Ｉ氏を鎮西学院の最高顧問とすること

が承認された。 

⑼ 同年９月１日、Ｄ氏が課長に就任した。 

⑽ 令和５（２０２３）年１２月１５日の理事会において、鎮西学院高校校長
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の選任が審議された。 

その結果、校長候補者選考委員会が選考したＧ氏（鎮西学院大学特任教授）

の校長選任が否決された。 

⑾ 同月２２日付けで鎮西学院は、顧問弁護士でもあるＥ監事に対し、同月３

１日をもって法律顧問契約を解約する旨を通知した。 

⑿ 令和６（２０２４）年１月３１日、鎮西学院大学現代社会学部学部長選挙

（以下「学部長選挙」という。）が行われた （投票期間は同日２６日から３０

日）。 

⒀ 同年２月２９日の理事会が開催された。 

ア 鎮西学院高校の校長として、Ｈ氏の再任が承認された。 

イ Ｅ監事より同日付け「意見書（校長選考過程に基づくもの）」（添付資料

５）及び「意見書（学部長選挙に関するもの）」（添付資料６）が理事会に

提出され、これら意見書について説明がされた。 

これを受けて、Ａ氏からＥ監事に対して各種の言動がなされた（詳細は

後述のとおり。）。 

⒁ 同年３月２８日の理事会及び評議員会が開催された。 

ア 理事会の冒頭に、Ｉ最高顧問から発言があった （詳細は後述のとおり。）。 

イ Ｃ事務局長から、学部長選挙の投票用紙のナンバリングについて説明が

行われた。 

⒂ 同年５月２０日、監事監査が行われ、Ｅ監事及びＦ監事からＣ事務局長に

対し、Ａ氏の学長としての勤務実態と給与支払などについて質疑がされるな

どした。 

その後、同日付けで、Ｅ監事及びＦ監事より監査報告書が提出された。 

⒃ 同年５月２４日の理事会が開催された。 

ア Ｅ監事及びＦ監事から、監査報告書に基づき監査報告がなされた。 

イ Ｉ最高顧問を理事に選任する議案が審議され、否決された。 
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ウ Ａ氏の理事解任の議案が審議され、否決された。 

エ Ｃ事務局長の懲戒処分を求める議案が審議され、賛成が過半数を超えた

ことにより、懲戒委員会において審議されることとなった。 

オ Ｄ課長の懲戒処分を求める議案が審議され、否決された。 

 

第３ 監査報告書の指摘事項に対する検討、評価等 

以下、監査報告書の各指摘事項(指摘事項１から９。ただし、５は監査報告書

において欠番。)について、それぞれ検討、評価等を行う。 

なお、鎮西学院意見書（添付資料２）は、執行部を、理事長、学院長及び事

務局長と定義していることから、本調査報告書もこれと同様とする。 

１ 「１ Ａ学長の勤務状況及びＡ学長への給与等の支払について」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書は、①Ａ氏の鎮西学院大学の勤務日数が少ないなどの勤務状況

及び②定年である６５歳を超えているという年齢の点から、Ａ氏の勤務状況

は就業規則に反しており、Ａ氏に対する学長としての給与の全額支払は、法

的根拠に基づかない不適切な支出ではないかとの疑念を払拭できないなどと

指摘する。 

⑵ 鎮西学院の意見 

ア これに対する鎮西学院の意見は、以下のとおりである（添付資料２）。 

(ア) Ａ氏との雇用契約は、平成３０（２０１８）年に学院長に就任して以

来のものであり、当初は役員報酬として支払っていたものを令和３（２

０２１）年度から学長兼任となった時点で、金額は同水準のまま、給与

として支払うことにしたものである。 

(イ) 学長選任時の手続は、選考規程にのっとって行った上で、理事会で決

議されたものである。Ａ氏は、学長就任時で既に６５歳を超えていたが、

教授会、学長候補者選考委員会、理事会及び評議員会でも問題とされな
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かった。 

(ウ) 勤務形態について、コロナ禍による事情の変更により、当初の諫早へ

の転居計画は頓挫したが、大学においては、学長補佐体制を整備すると

共に、随時、電話、Ｅメール及びＺｏｏｍ等により学院長及び学長とし

ての職責は十分に果たしており、令和４（２０２２）年度に受審した大

学機関別認証評価においても何ら指摘は受けていない。 

イ 前記のほか、鎮西学院の意見は、Ｅ監事が令和３（２０２１）年度のＡ

氏の学長就任時及び令和４（２０２２）年度の学院長及び学長の再任時に

はこの点について何ら指摘をしていないこと、Ｅ監事はその後のＡ氏の勤

務状況や学長補佐体制等も当然に知っていたにもかかわらず監査報告書

提出まで何ら指摘、注意等は行っていないこと、この点に関するＥ監事の

鎮西学院に対する問合せは、令和６（２０２４）年４月２６日のＣ事務局

長へのＥメールでの問合せ、同年５月２０日の監事監査時の１０分程度の

質疑応答のみであって、監査報告書提出までに問題所在がどこにあるのか

を明確に伝えられたことはなかったことなど、Ｅ監事の監査等に対する不

満を述べる。 

しかし、Ｅ監事の監査方法等の是非と監査報告書において指摘された事

項の是非とは別問題である。 

よって、当委員会は、以下、飽くまでも監査報告書の指摘事項１に関す

る検討、評価等について明らかにする。 

なお、Ｅ監事の監査方法等については、後記第４において付言する。 

⑶ 事実認定等 

ア 令和３（２０２１）年２月２２日に行われた理事会において、当時のＪ

理事長（以下「Ｊ前理事長」という。）から、Ａ氏を鎮西学院大学の次期学

長に推薦すること、学長に就任した場合には「常勤に近い形で学長職に専

念いただくという約束をもらっている。」旨の説明がなされた。 
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その上で、理事会において、満場一致でＡ氏の学長選任が承認された。 

選任の承認を受けて、Ａ氏は、挨拶として、「学長となる今後は、これま

で以上に常勤に近い形で、将来は単身赴任も視野に置いて、この諫早の地

で鎮西学院と共に私の残された時間を、鎮西学院が１４０周年から１５０

周年を迎えられるような土台作りをしっかりしていきたいと思っている。」

旨を述べた。 

イ 同年１２月１７日の理事会及び評議員会において、Ａ氏の学院長及び学

長の再任が、承認及び同意された。 

この議題の審議に当たって提出された資料である常置委員会の「鎮西学

院大学学長の選任について」には、「ご本人としては、再任の上は、諫早に

常駐したい旨、表明されている。」と記載がある。また、常置委員会で出さ

れた意見の１つとして、「大学キャンパスへの常駐が望ましい。困難な場合

でも、これまで以上にコミュニケーションとリーダーシップを発揮できる

体制をとることを前提に、再任をお願いしたい。」旨の意見が出されたとの

記載がある。 

同じく理事会等の提出資料である学長候補者選考委員会の議事概要にも、

「現学長も、再任の上は諫早に常駐したい旨、表明されている。」との記載

がある。 

ウ 鎮西学院とＡ氏との雇用契約書（令和４（２０２２）年４月１日付け）

には、「職務：大学学長：大学を代表し校務を掌り、所属職員を監督する。」、

「雇用期間：２０２２年４月１日～２０２６年３月３１日（学長）」、「就業

時間：専門業務型裁量労働時間制」、「給与等：基本給 月額〇〇〇〇〇〇

円 役職手当 月額７０，０００円」などの記載がある（ただし、役職手

当は、令和６（２０２４）年４月１日より上記月額７万円から月額８万円

に変更されている。）。 

なお、Ａ氏は、学長と兼任するまでは、学院長として役員報酬月額〇〇
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万円の支給を受けていた。 

よって、Ａ氏が、鎮西学院から受け取った給与（報酬）は、令和４（２

０２２）年４月１日までは月額〇〇万円、これ以降は、月額〇〇万円（令

和６（２０２４）年４月１日以降は月額〇〇万円）であった。 

エ Ａ氏は、鎮西学院大学に就任した令和３（２０２１）年４月１日時点で、

７０歳であった。 

オ Ａ氏は、鎮西学院の学院長就任以降、関東等に居住し、令和６（２０２

４）年からは九州内に転居したものの長崎県外にて居住している。 

鎮西学院から提出された資料によると、令和４（２０２２）年４月から

令和６（２０２４）年３月までのＡ氏の出勤した日数の月平均は６．４日、

リモート会議等の出席回数の月平均は２．２回であった。 

⑷ 法令規程等 

ア 学長の職務は、学校教育法９２条３項において「学長は、校務をつかさ

どり、所属職員を統督する。」と規定されている。 

 また、鎮西学院組織規程１１条２項は、「学長は、大学を代表し校務を掌

り、所属職員を監督する。」と規定している。 

そして、同規程１１条は学長について規定した上で、同規定１２条は、

「職員」として教授ほかその他の職員について規定することで、組織規程

は、学長と、教授ほかその他の職員とを、明確に区別して規定している。 

イ 鎮西学院の就業規則は、学校法人鎮西学院が運営する鎮西学院大学及び

法人本部に雇用される教職員の労働条件等を定めたものである旨が規定

されている（就業規則１条）。 

そして、就業規則４条１項に、教職員の区分として「⑴学長」と規定さ

れ、就業規則においては学長について区別せず、教職員に学長が含まれる

ことが規定されている。 

 定年については、就業規則４２条１項において、「①学長、法人事務局長、
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教授、准教授 ６５歳」と規定されている。 

ウ 一方で、就業規則２７条２項には、「１日の主な始業・終業の時刻並びに

休憩時間を別表に定める。」とあるものの、別表には「教員」と「事務職員」

があるのみで、学長についての勤務時間等は明記されていない。 

さらに、就業規則３２条は、「労働基準法第４１条第２項に定める管理監

督者の地位にある課長以上の管理者については、就業時間、休憩及び休日

の規定は適用しない。」と、適用除外について規定されている。 

また、就業規則２６条２項には、「１日の主な始業・終業の時刻並びに休

憩時間は、個別に取り交わす『雇用契約書』にて定めると規定されている

ところ、鎮西学院とＡ氏との間で交わされた雇用契約書には、前記のとお

り「⑤就業時間：専門業務型裁量労働時間制」と定められている。 

⑸ 検討 

ア Ａ氏の勤務状況等を鎮西学院の就業規則の規程に当てはめると、土日祝

日等を休日と定めた休日の規程（３０条）のほか、学長の定年が６５歳と

されていることなど、形式的には就業規則に反しているように思われる。 

 また、Ａ氏の学長就任の際には、「常勤」、学長再任の際には「諫早に常

駐」などと言及されている。 

 これらの点は、監査報告書の指摘のとおりである。 

イ この点について検討するに当たり、まず「常勤」の定義を確認する。 

常勤について、文部科学省は、私立学校法における常勤監事の解説にお

いて、「常勤とは、定められた勤務時間中常に勤務する態勢にあり、かつ、

職務専念義務があるもの」と定義している（私立学校法の改正について【令

和６年１２月２０日更新】２５７頁）。 

そして、前記Ａ氏の月平均出勤日数等に鑑みると、鎮西学院の意見のよ

うにある程度電話、Ｅメール及びＺｏｏｍ等の手段によって、Ａ氏が鎮西

学院以外の場所において職責を果たしていたとしても、鎮西学院から提出
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された資料から認定できる出勤日数月平均６．４日、リモート会議等出席

回数月平均２．２回という数を踏まえると、「常勤」と評価できるかについ

ては疑義がある。 

また、「諫早に常駐」の意味については、鎮西学院の所在する長崎県諫早

市内及びその周辺（諫早市内と同視し得る程度に近接した市町村）に居住

することを指すと考えるのが合理的である。 

この点について、Ａ氏の前記居住状況に鑑みると、Ａ氏が諫早に常駐し

ているとは認め難い。 

ウ しかしながら、Ａ氏は、学院長に就任した時から、長崎県外の遠隔地に

居住していたことなどから、非常勤であることが前提となっていた。 

そして、令和３（２０２１）年２月２２日に学長に選任された際も、前

記のとおり、Ｊ前理事長及びＡ氏のいずれも「常勤に近い形で」としか言

及しておらず、常勤することを誓約していたものではない。理事会も、常

勤などの条件を付して、Ａ氏の学長選任を承認したものではない。 

さらに、その後の同年１２月１７日の理事会において学長再任を審議、

承認した際には、同年４月の学長就任以降、Ａ氏は、常勤も、諫早に常駐

もしているとは認め難いにもかかわらず、理事会及び評議員会のいずれに

おいても、質問も意見も出されることなく、また何らかの条件が付される

こともなく、再任が承認されている。 

その後もＡ氏の勤務日数等が大きく変動することはなく、かつ、Ａ氏は

諫早市及びその周辺ではなく長崎県外で転居するなどしているが、今回の

監査報告書提出まで、理事会及び評議員会でＡ氏の勤務状況等について議

論されたり、問題提起されたりしたことはない。 

以上の点に鑑みると、鎮西学院としては、このようなＡ氏の勤務状況を

容認していたと評価し得る。 

エ 定年についても、Ａ氏は、理事会から学長に選任された時点で７０歳で
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あって、選任時から就業規則の定める定年を超えていた。 

この点、当委員会において調査したところ、平成２６（２０１４）年以

降、Ａ氏以外にも鎮西学院大学には、採用した時点で定年を超えていた教

授が少なくとも９人存在している。このことに鑑みると、鎮西学院大学の

教員の採用においては、就業規則における定年の規定の例外とすることが

慣例化していたことがうかがえる。 

よって、定年についても、鎮西学院は、Ａ氏の選任時点において、就業

規則の例外とするものとしていたと評価し得る。 

オ 具体的な就業規則の規程を確認すると、前記のとおり、始業、就業時刻

や休憩時間を定めた別表には学長の記載はない。 

そして、就業規則３２条において、課長以上の管理監督者は、就業時間、

休憩及び休日が適用除外とされているところ、学長には、この規定の適用

があるとみることもできる。 

 また、Ａ氏の雇用契約書には「就業時間」について、「専門業務型裁量労

働時間制」であることが明記されている。専門業務型裁量労働時間制の労

使協定には、学長の適用の有無について明確な記載はないが、Ａ氏は、学

長に就任以降、例年５月又は６月に少なくとも年１回は鎮西学院大学の教

員として講義を行っていることを踏まえると、鎮西学院大学の教員の一人

として専門業務型裁量労働時間制の対象と認めることもできる（ただし、

この場合も休日は、就業規則の規定が準用されるとともに、出退勤時間の

記録等が必要となる。）。 

カ 給与支払についてみると、Ａ氏は、非常勤の学院長として役員報酬月額

〇〇万円の支給を受けていたところ、学長との兼任となって以降は、同額

が給与として支払われるようになったほかは、役職手当として月額７万円

（令和６（２０２４）年４月１日からは月額８万円）が加わったのみであ

る。 
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すなわち、Ａ氏の学長就任に当たって鎮西学院の財政支出に与えた影響

は、これまで鎮西学院からＡ氏の前任の学長に支払っていた給与支給がな

くなった一方で、学院長兼学長であるＡ氏に対する支給が７万円増加した

のみということになる。 

Ａ氏に対する給与支払に関して、鎮西学院の実質的な財産上の損害は観

念できない。 

⑹ 結論 

 業務意思決定機関である理事会の議決等に基づく鎮西学院の合理的意思や

就業規則の規程等に鑑みると、当該監査報告書指摘事項の問題は、Ａ氏の勤

務状況が就業規則に形式的に違反しているか否かという問題というよりも、

鎮西学院の就業規則の規程の不備に問題の所在があるものと判断する。 

鎮西学院のＡ氏に対する給与等の全額支払は、違法、不適切な支出とまで

は認められない。 

ただし、就業規則の改定など、速やかな関係諸規程の見直しが必要である。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

ア 鎮西学院は、監査報告書の指摘を受けた取組として、鎮西学院対応状況

において、「学長の出退勤の記録、定年については、就業規則の適用除外と

して改定を行う予定です。また、学長の給与規程を別に定めることを検討

しています。」と回答し、就業規則の改定等を実施する意向を表明している。 

イ 就業規則の改定は前記のとおり当委員会も求めるものであって妥当で

あるが、その際には、以下の点について、理事会等において慎重に議論す

べきである。 

 すなわち、Ａ氏の学長選任及び再任に当たり、「常勤に近い形で」、「諫早

に常駐」などと言及されていることは事実である。 

そして、当委員会のヒアリングに対し、複数の理事が「Ａ氏の学長就任

に当たり、常勤という形をとるという話を聞いて喜んだ。Ａ氏は、人格者
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かつ学識豊かな方なので、鎮西学院にとってメリットになると思った。」、

「Ａ氏は、学生や教職員と触れ合う時間が少ないので、もっと触れ合った

方がいいのではないかと思う。」、「鎮西学院の混乱の一番の原因は、Ａ氏が

鎮西学院にいないことだと思う。生徒や学生を預かっている鎮西学院に、

学院長及び学長がいないということは、大きな問題だと思っている。」旨陳

述して、Ａ氏の常勤、常駐に対する期待や常勤、常駐しないことに対する

不満を明らかにしている。 

そして、現在のＡ氏の勤務状況は、学長に再任されて以降、なし崩し的

に継続されている感は否めない。 

 鎮西学院においては、Ｂ理事長が非常勤であるところ、学院長及び学長

も常駐しておらず、さらに、令和４（２０２２）年３月３１日以降は常勤

の副院長も不在である。このことが、執行部及び執行部による鎮西学院の

運営方針に対する教職員の不信感の大きな要因の１つとなっているように

思われる。 

 よって、就業規則など関係諸規程の改定に当たっては、現在のＡ氏の勤

務状況（勤務時間、勤務日数等）を前提に、理事会等において、今後もこ

のような勤務状況を容認するのか否か、容認しない場合は、どのような勤

務を求めるのかなどの点について、具体的かつ慎重な議論を経る必要があ

ると考える。 

２ 「Ａ氏（学院長兼学長）の令和６年２月２９日の臨時理事会における言動に

関する訂正と補足」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書及びその前提となる令和６（２０２４）年３月２８日付け報告

書（添付資料４）は、同年２月２９日の理事会において、Ａ氏がＥ監事に対

して行った各種言動は、人格攻撃、侮辱及び恫喝的言動であって、民法上の

不法行為に該当する違法なものであるとともに、「役員たるにふさわしくな
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い重大な非行」（寄附行為１０条１項４号）に当たり、役員の解任事由に当た

る旨指摘している。 

また、Ａ氏の学長としての立場には就業規則の適用があることから、各種

言動はパワハラ行為として懲戒事由にも当たる旨も指摘する。 

⑵ 鎮西学院の意見 

鎮西学院の意見は、以下のとおりである（添付資料２）。 

ア 執行部は、Ａ氏の言動に関する問題を個人間の争いと認識しており、一

貫して中立的な立場を守っている。 

イ 結果的に、Ｅ監事が令和６（２０２４）年２月２９日に提出した「意見

書（学部長選挙に関するもの）」(添付資料６)の意見のとおり、その後学部

長選挙に関する調査報告を行っており、Ａ氏の言動によって理事会の運営

が妨害されたとは認識していない。 

ウ Ｅ監事の指摘を前提に、理事会においてＡ氏の役員解任が審議されたも

のの、否決された。 

今後、第三者委員会の調査結果をまって、必要な場合に理事会として判

断を行う。 

⑶ 事実認定等 

ア 令和６（２０２４）年３月２８日付け報告書（添付資料４）には、Ａ氏

のＥ監事に対する発言として、以下の①から⑧の発言が列挙されている

（以下「一連のＡ氏発言」という。）。 

①「大学生以下だ。」 

②「情報提供者がいるならば、まずファクトを明確にしてから言い

なさいと言っているわけだよ。これは明らかに拙速な文書で、監

事だからといってこれに従えというわけにはいかないじゃない。

ジャッジメントはファクトを極めてから言いなさい。」 

③「あなたのような人が弁護士をやっているとは信じられないよ。
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一番大切なことは、判断をする前にファクトを極めよと。ファク

トを極めるためにはヒアリングしなきゃいけないじゃない。それ

を一切怠ってさ、突然としてこのような文書を用意してきている

ということ自体があなたが失格だよ。」 

④「これについては本校の顧問弁護士に、この陳述資料を持って行

って、そして検討していただいて、場合によって監事としても弁

護士としてもふさわしくないということであれば、登録されてい

る弁護士会に私の方から連絡する。当然じゃない、これは。これ

は絶対許してはならない。」 

⑤「監事がやるべきことは、不正を正すと同時に、大学の運営、学

院の運営全体を速やかに行うためにはどうしたらいいのかという

ことをやっていくのが本来の役割で、だから今ここでトラブルを

起こしていること自体が、監事自体がトラブルメーカーになって

どうするんだよ。」 

⑥「顧問弁護士に相談の上、しっかりと私の方で、登録されている

弁護士会に対して場合によっては質問状を出す。」 

⑦「目の前で２人の理事がいて、あなたは、Ｃ事務局長に当日の状

況について、事務局の最高責任者だから、一言電話で入れて、こ

ういうことがあったけども、この事実関係はどうなんですかって

いうことを聞けばいいわけだよ。電話一本入れていないていうこ

と自体が明らかに怠慢じゃない。」 

イ 一連のＡ氏発言のうち、前記②から⑦については、２月２９日理事会録

音データに記録されており、かかる発言の存在が事実であることは、客観

的に認定できる。 

また、２月２９日理事会録音データが一部の限られた時間の録音である

ため、前記①については録音データからは確認できなかった。ただし、当
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委員会において確認した、Ｅ監事がその場でＡ氏の発言内容の一部を書き

留めた手書きメモの存在、出席していた理事が当委員会のヒアリングに対

して前記①発言があった旨を陳述していること、Ａ氏自身も前記①を含め

一連のＡ氏発言の存在を認めていることなどから、前記①の発言の存在に

ついても認定できる。 

なお、Ａ氏は、一連のＡ氏発言について、当委員会のヒアリングに対し、

発言した事実を認めた上で、要旨、以下のとおり陳述した。 

「令和６（２０２４）年３月２８日付け報告書（添付資料４）の『⑵ 

Ａ氏の言動』の 『ア』の部分と、『①』以下の私の言動部分との間にあ

った私の発言が切り取られている。発言のどこを切り取るかによって、

大幅に印象が変わってくるはずである。私は、この間で、Ｅ監事に対

し、『学部長選挙に関する事実関係を事務当局に確かめましたか。』、『事

実関係を明らかにした上で、重大な問題であるとの重要な価値判断を

したのですか。』と問いかけた。しかし、Ｅ監事は、この私の問に対し

て何も答えず、黙殺した。もし、Ｅ監事が黙殺せずに、この私の問に

答えていたら、私は、①以下の発言はしていないと思う。ファクトと

バリューは異なる。まずファクトを明らかにしなければならない。こ

れは法律家、大学人としてイロハだと思う。Ｅ監事は、事実確認をせ

ずに、学部長選挙について『重大な問題』だと記載した令和６（２０

２４）年２月２９日付け 『意見書（学部長選挙に関するもの）』を理事

会で唐突に配布した。ナンバリングについて、学部長選挙の２回目の

投票の際には、Ｃ事務局長から説明をして教授会も理解してくれた。

にもかかわらず、Ｅ監事は、事実確認をすることなく、理事会で重大

な問題であるとする当該意見書を配布することで、選挙に重大な瑕疵

があるから新しい学部長には正当性がないと言おうとしており、この

問題を蒸し返そうとしていると思った。」 



 20 / 107 

「①の発言について、私は、『事実と価値をごちゃまぜにして話してい

るんだったら、大学生以下だ。』旨の発言はした。①は、その一部を切

り取ったものである。」  

⑷ 検討 

ア 一連のＡ氏発言については、Ａ氏の前記陳述のほか、出席した他の理事

の陳述等から、Ａ氏は、Ｅ監事がＣ事務局長等に問い合わせるなどの事実

関係を調査しないままに、理事会に「意見書（学部長選挙に関するもの）」

(添付資料６)を提出等したことを受けて、これを批判する趣旨でなされた

ものと認められる。 

 そして、Ａ氏は、事実調査等をせずに意見書を提出したことは監事とし

て不適切である旨を当委員会のヒアリングにおいても陳述する。 

このため、まずはＡ氏の主張する、Ｅ監事による意見書の理事会への提

出が監事として不適切な行為といえるか否かについて検討する。 

(ア) 私立学校法３７条３項７号は、監事の職務の１つとして、「学校法人の

業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、理事会に

出席して意見を述べること。」と規定している。 

同様に寄附行為１７条１項７号にも、監事の職務として「この法人の

業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況について、理事会に

出席して意見を述べること。」と規定されている。 

よって、理事会に出席して意見を述べることは、監事の職務の１つで

ある。 

(イ) そして、 「意見書（学部長選挙に関するもの）」(添付資料６)に、 「理事

長が次回理事会及び次回理事会以降に開催される教授会において、書面

によって報告することが相当であると思料する。」と記載のあるとおり、

Ｅ監事は、理事長において学部長選挙の際に投票用紙に番号が書かれて

いたかを調査し、書かれていた場合には、番号を書いた者や書いた理由
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などの項目を調査して理事会等に報告することが相当である旨の意見を、

理事会に対して述べているにすぎない。 

理事長等の執行部は、所要の調査を行った上でその結果を理事会に対

して報告し、その結果を踏まえて理事会内で議論するといった対応をす

れば足りるのであり、監事の意見書の提出自体を問題視する必要はない。 

意見書の提出は、監事の職務の範囲内の行為であって、意見書の提出

自体が監事の職務執行として不適切であるとはいえない。  

(ウ) 一方、Ａ氏は、当委員会のヒアリングに対し、 「Ｅ監事が、令和６年２

月２９日付け 『意見書（学部長選挙に関するもの）』の中で重大な問題で

あるとの評価を下していることが不当である。」旨も陳述する。 

 確かに、同意見書には、「選挙を実施して選任する学部長の地位の重要

性や大学教員に大きな不信感を抱かせたことなどを考慮すると、学部長

選挙の公正を損なう行為は、重大な問題である。」などの記載がある。 

 しかし、その後の「第３ 報告すべき事項」として、前記のとおり投

票用紙に番号が書かれていたか否かの調査のほか、番号が書かれていた

場合には番号を書いた者や書いた理由などの各項目を調査して理事会等

に報告することが相当であるとの意見が述べられているとおり、Ｅ監事

は、同意見書において重大な問題であるとの最終的な結論を出している

ものではない。飽くまでも、学部長選挙の公正が損なわれる行為があっ

たとすれば重大な問題であるから、調査の上で報告が必要である旨の意

見であることが看取できる。 

 同意見書の「重大な問題である」との記載の存在をもって、同意見書

の提出が不適切であるとは認められない。 

(エ) なお、Ａ氏の主張について付言するに、Ａ氏は、当委員会のヒアリン

グに対し、「監事の監事がいないことが問題である。」と述べて、監事の

職務執行の適否を監査する者がいないことが制度上の問題である旨を主
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張する。 

 この点、監事は、理事会において選出した候補者のうちから評議員会

の同意を得て理事長が選任することとされている（寄附行為７条）。そし

て、監事は役員の一人であるから、理事会及び評議員会が、監事の職務

執行が不適切であると判断した場合には、監事の解任を議決することが

できる （寄附行為１０条１項）。また、監事は２名選任されており（寄附

行為５条１項２号）、監事同士の相互チェックも行われることになる。 

このように、監事の職務執行を監査、チェックする制度上の担保は存

する。この制度上の点ついては、文部科学省も同旨の見解である（改正

私立学校法説明資料（令和元年１０月７日（月）（１０月３日・１０月１

０日改訂）６８、６９頁）。 

よって、Ａ氏の前記主張は当たらない。 

(オ) 小括 

 以上から、令和６（２０２４）年２月２９日の理事会でのＥ監事によ

る 「意見書（学部長選挙に関するもの）」(添付資料６)の提出等は、監事

として不適切な行為とは認められない。 

イ 次に、Ｅ監事の意見書提出が不適切ではないことを踏まえて、Ｅ監事に

対する一連のＡ氏発言について検討する。 

(ア) まず、監査報告書は、一連のＡ氏発言がパワハラ行為に該当し、懲戒

事由に当たる旨を指摘する。 

 厚生労働省によるパワーハラスメント（パワハラ）の定義は、 「職場に

おいて行われる①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより、③労働者の就業環境が害される

ものであり、①から③までの３つの要素を全て満たすもの」としている。

鎮西学院の就業規則１８条も、パワハラについて同旨の定義をしている。 

 この観点から一連のＡ氏発言について検討するに、一連のＡ氏発言は、
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Ａ氏が、理事会の場で、理事の一人として、監事の職務執行に対して行

った言動である。学長としての立場からの発言とは評価できない。一連

のＡ氏発言について、Ａ氏の有する学長の立場のみに着目して、就業規

則上の懲戒事由の問題として捉えることには疑問がある。 

また、学長としてのＡ氏とＥ監事との間には、上記パワハラの定義に

ある 「優越的な関係」は存さず(この点については監査報告書もその可能

性を自認している。)、Ｅ監事は 「労働者」にも当たらないことから、パ

ワハラとして評価することも適当ではない。 

しかしその一方で、一連のＡ氏発言は、理事が、監事の職務執行に関

して異議を唱え、かつ、これに対して強力に圧力を加える言動である。 

 よって、一連のＡ氏発言については、就業規則上の懲戒事由の有無、

パワハラの可否としてではなく、理事からの監事に対する監査権の侵害

の有無といった観点から検討すべきである。 

(イ) その上で、一連のＡ氏発言のうち、①「大学生以下だ。」、②「これは

明らかに稚拙な文書」、③ 「あなたのような人が弁護士をやってるとは信

じられないよ。」、「それを一切怠ってさ、突然としてこのような文書を用

意してきているということ自体が、あなたが失格だよ。」などの発言は、

監事の職務の範囲や監査方法等に関する議論の範囲を超えている。 

Ｅ監事の意見書提出という行為を捉えて、かかる行為を批判し、議論

するという範囲にとどまらず、Ｅ監事の個人的資質や能力に対しての非

難等にまで及んだ、不当な個人攻撃と評価できる。 

かかる発言は、著しく不当である。 

(ウ) さらに、④「場合によって監事としても弁護士としてもふさわしくな

いということであれば、登録されている弁護士会に私の方から連絡す

る。」、「これは絶対に許してはならない。」、⑥「顧問弁護士に相談の上、

しっかり私の方で、登録されている弁護士会に対して、場合よっては質
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問状を出す。」などと、Ｅ監事が弁護士であることを前提に、Ｅ監事の所

属する弁護士会に関して言及している。 

かかる発言は、極めて不当である。 

すなわち、弁護士会は、弁護士に対する懲戒権を有する（弁護士法５

６条２項）。そして、Ａ氏は、Ｅ監事に対して懲戒権を持つＥ監事の所属

する弁護士会に「私の方から連絡する。」、 「これは絶対に許してはならな

い。」、「場合によっては質問状を出す。」などと発言している。 

かかる発言は、弁護士であるＥ監事に対して職業的な圧力を加えるこ

とによって、監事の職務執行に対して圧力を加えるものにほかならない。 

威迫とも評価し得る発言であり、その不当性は、明らかである。 

 この弁護士会に関する発言をした理由について、Ａ氏は、当委員会に

対し「Ｅ監事は、弁護士でもある。事実と価値を混同して問題をフレー

ムアップすることが、監事として、弁護士として、妥当なのか、その資

格があるのか、ということを顧問弁護士や私が個人的に知っている弁護

士などに相談し、もし妥当でないということであれば、私は、私信とし

て、私個人として、Ｅ監事の所属する弁護士会に、弁護士として資格が

あるのだろうかという観点から問い質したいと思い、このように発言し

た。その後実際に、私から顧問弁護士に確認等はしていない。また、私

から弁護士会に質問状等も出してはいない。」旨を陳述する。 

しかし、かかる陳述を前提としても、Ａ氏の上記発言は正当化し得る

ものではない。 

Ａ氏の上記発言の不当性は揺るがない。 

(エ) 併せて、一連のＡ氏発言が、Ｅ監事の職務執行に与える影響のみなら

ず、他の理事ひいては理事会の議論に与えた影響も軽視できない。 

複数の理事は、当委員会のヒアリングに対し、「Ａ氏は、事実確認をす

べきだと言っていたが、Ｅ監事は意見書として出しているものなので、
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意見書すら出せないのかと思った。正直、暴言だと思った。一人の人格

者である監事に対して言うことではない。同じことを自分が言われたら

立ち直れないだろうなと思う。所属弁護士会に連絡するという言動は、

脅し、恫喝と思った。これらＡ氏の発言を受けて、私は、ものを言いに

くくなった。」、「Ａ氏の発言は、とてもではないが教育現場で言える言葉

ではない。」、「言葉遣いや内容がひどく、私もびっくりした。」、「Ａ氏の

発言は、怖いと思った。権力のある人があのような発言をしたので何も

言えないという雰囲気になった。理事会での他の理事の発言にも影響が

あったと思う。」旨を陳述している。 

一連のＡ氏発言が、令和６（２０２４）年２月２９日の理事会はもち

ろん、その後の理事会における自由闊達で活発な議論を、間接的に阻害

した可能性を否定できない。 

ウ 学院意見についても付言する。 

前記のとおり、鎮西学院は、 「執行部は、この問題を個人間の争いとして

認識しており、一貫して中立的な立場を守ってきています。」との意見を述

べる。 

 しかし、一連のＡ氏発言は、理事会の場での、理事の一人であり、かつ、

執行部の一人でもある理事からの監事に対する発言である。また、前記の

とおり、理事会の議論に与えた影響も軽視できない。 

およそ個人間の争いにとどまるものではない。 

⑸ 結論 

ア 一連のＡ氏発言は、理事から監事に対して不当な攻撃を加えるものであ

るとともに、監事の監査権行使という職務執行に強力な圧力を加え得るも

のである。のみならず、理事会の議論に与えた影響も軽視できない。 

 一連のＡ氏発言は、極めて不当である。 

イ これを踏まえて、理事会は、Ａ氏について、これをもって理事の解任事
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由（寄附行為１０条１項）に該当するか、今後再任すべきかなどといった

ことについて総合的に議論し、決するべきである。 

⑹ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

ア 監査報告書の当該指摘事項に対する鎮西学院の取組は、鎮西学院対応状

況(添付資料３)には記載がない。 

 また、前記第２の２⒃ウのとおり、令和６（２０２４）年５月２４日の

理事会において、Ａ氏の理事解任が審議され、否決されている。 

イ 以下、当委員会の提言について述べる。 

 一連のＡ氏発言やこれを受けた執行部及び理事会の対応等の背景には、

Ａ氏はもちろんのこと他の理事も含め、私立学校法及び寄附行為によって

定められた監事の職務、責任等に対する理解不足のほか、理事の職務、責

任等についての理解不足があると考える。 

 例えば、平成３０（２０１８）年１０月２９日の理事会では、第４号議

案「監事の監査機能の充実強化に向けて」として、Ｃ事務局長から私立学

校法の改正に合わせて鎮西学院においても監事監査規程を策定するなど

して監事監査機能を充実させる旨の説明が行われている。また、令和元（２

０１９）年１２月１８日の評議員会においても、Ｃ事務局長より、令和２

（２０２０）年４月から施行される改正私立学校法の中心の１つに「監事

の理事に対する牽制機能の強化」が盛り込まれている旨の説明がなされて

いる。しかし、当委員会において確認したところ、これらの説明を記憶し、

理解している理事はほとんどいなかった。 

 また、鎮西学院においては、新しく就任した理事も含めて、私立学校法

及び寄附行為によって定められた監事や理事の職務、責任等に関して学ぶ

研修等もないとのことである。 

 今後、全理事を対象にこのような研修等の場を設けて、体系的に私立学

校におけるガバナンスの制度やあり方を学び、議論する機会をもうけるこ
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とを検討すべきである。 

３「３ Ｃ事務局長による監査妨害等」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書は、①Ｄ課長が令和６（２０２４）年２月２９日の理事会（以

下「２月の理事会」という。）の録音データ（以下「本件録音データ」という。）

を消去したこと、また、Ｃ事務局長が、②Ｅ監事からＤ課長に対して本件録

音データの提供依頼があっていることを知りながら、Ｄ課長に対してこれを

提供するよう指示しなかったこと、③Ｅ監事に対して、同理事会の議事録は

手控えメモ（Ｄ課長作成）に基づき修正したと回答しながら、同メモは理事

会に立ち会った事務局が議事録作成の備忘のために残したもので議事録と一

体をなすものではないため提供義務はないとして提供せず、提供しない理由

について「執行部の判断」であるとのみ述べて具体的・実質的な説明をしな

かったこと、④Ｅ監事からの質問や資料提供の求めに対して、期限を設けら

れない限り返信しないことや質問に正面から答えない、求める資料を意図的

に小出しにしていると見受けられる（解釈できる）対応をしたことなどがい

ずれも意図的に監査を妨害していると評価せざるを得ないなどと指摘する。 

⑵ 鎮西学院の意見 

これに対する鎮西学院の意見は、以下のとおりである（添付資料２）。 

ア 録音データの消去は、故意ではなく、慣例により消去したものと認識し

ている。そして、手控えメモは、事務担当者が議事録作成の備忘として残

したもので議事録と一体をなすものではなく、提供義務はないと認識して

いる。 

イ Ｅ監事は、当該理事会に出席していたことから、議事録作成のための資

料の提供を改めて求める目的を尋ねたが、明確な回答がなされたとは認識

していない。 

ウ Ｅ監事が指摘しているＣ事務局長の監事による調査への一連の対応は
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監査妨害を意図したものであるとの指摘については、令和６(２０２４)年

５月２４日の理事会において、理事会に懲戒委員会を置き、事実確認を行

うこととなった。 

なお、前記のほか、令和６(２０２４)年５月２４日の理事会において、Ｅ

監事から、即座に懲戒処分を行うよう扇動するかのような発言があったが、

関係当事者のヒアリングや事実確認といった適切なプロセスを踏まないまま

懲戒処分を行った場合の法的リスクを度外視した発言だと評価せざるを得な

いとの意見も述べられているが、当委員会の調査の対象外であるため、この

点について検討は行わない。  

⑶ 事実認定等 

監査妨害が指摘されている点については、下記「４ 議事録作成に関する

問題」（議事録に求められた発言を記載しないこと）と関連するため、関連事

実を併せて摘示する。 

ア 令和６（２０２４）年２月２９日午後３時３０分から午後５時０５分ま

での間、２月の理事会が開催された（前記第２の２⒀）。Ｄ課長は、同理事

会に議事録担当者として陪席し、議事録作成のために、議事をＩＣレコー

ダーで録音した上、配付資料に手書きでメモを書き込んで手控えメモを作

成した。 

イ 同年３月に、関係者においてやりとりされた主なＥメールの内容等は以

下のとおりである（なお、すべてのＥメールを確認できていない可能性が

ある。）。 

(ア) 同月１日午後９時１０分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＦ監事）、「昨日の理事会の内容等を確認したいと考えており

ますので、録音データを提供いただきたくお願いいたします。」と２月の

理事会の議事の録音データ（以下「本件録音データ」という。）の提供す

るよう依頼した。その際、Ｅ監事は、当該依頼が寄附行為１７条４項に



 29 / 107 

基づくものであることを記載していた。 

(イ) 同日午後１１時５３分、Ｄ課長は、Ｃ事務局長に対し、Ｅ監事から届

いた前記Ｅメールを転送した。 

Ｅ監事がＤ課長に提供を依頼した時点では、本件録音データは存在し

ていた。 

(ウ) 同月４日頃、Ｄ課長は、Ｃ事務局長に対し、Ｅ監事から本件録音デー

タの提供依頼があったことを口頭で報告した。 

（なお、当委員会のヒアリングに対し、Ｄ課長は、Ｅ監事からの本件

録音データの提供依頼に対し、どのように対応すべきか、Ｃ事務局長、

Ａ氏及びＢ理事長に判断を仰がなかったと陳述している。そして、Ｃ事

務局長は、本件録音データの取扱について、Ｄ課長に特段の具体的な指

示をせず、対応において上司の判断を仰ぐよう指示をしなかったと述べ

ている。また、Ａ氏は、Ｅ監事から本件録音データの提供依頼があって

いることは認識していたが、提出するか否かについて具体的な指示は出

さなかったと陳述している。 

 また、当委員会のヒアリングに対し、Ｄ課長は、同月４日から８日ま

での間に本件録音データを消去したが（ただし、いつ消去したかを客観

的に確認できる資料は存在しなかった。）、消去に関してもＣ事務局長、

Ａ氏及びＢ理事長に相談、報告をしなかったと陳述している。 

さらに、Ｂ理事長は、Ｅ監事から本件録音データの提供依頼があって

いることを認識した際、すでに本件録音データは削除されていると聞い

たと陳述している。） 

(エ) 同月７日午前１１時４５分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＦ監事）、本件録音データの提供について、状況を確認すると

ともに、３月８日までに連絡をするよう依頼した。 

(オ) 同月８日午後５時１２分、Ｄ課長は、Ｅ監事宛てのＥメールに、本件
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録音データは「慣例により議事録作成後、既に削除をいたしました。」、

「議事録につきましては、法人内で確認しているところです。今しばら

くお待ちください。完成後、速やかにお送りいたします。」、そして、「な

お、よろしければ、録音データの提供を求める具体的な理由及び目的を

説明戴きたい。」旨を記載したが（以下「３月８日のＥメール文面」とい

う。）、このＥメールはＥ監事には送信せず、Ｃ事務局長にのみ送信した。 

(カ) 同月８日の時点では、Ｄ課長は、２月の理事会の出席者に対し、議事

録案を送付していなかった。 

(キ) 同月１１日、Ｅ監事は、鎮西学院総務課宛に、ＦＡＸで、録音データ

の提供依頼等について返答するよう求めた。 

(ク) 同日午後１時５４分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、ＦＡＸで、３月８日

のＥメールの文面を送り、同月８日に返信していることを付記した。 

(ケ) 同日午後８時０８分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同送メ

ールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、Ｄ課長がＦＡＸで、３月８日の

Ｅメール文面を送った趣旨を確認するなどした。 

 同月１２日午前７時２６分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで（同

送メールでＣ事務局長）、３月８日のＥメール文面は、Ｃ事務局長にだけ

にＥメールで送信しており、Ｅ監事に送信するのを失念し、Ｅ監事にも

送信したものと勘違いしていた旨を連絡した。 

(コ) 同１２日午後７時４４分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、３月８日のＥメール文面を

ＥメールではなくＦＡＸで連絡した理由などを尋ねた。 

(サ) 同１２日午後８時３８分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、①本件録音データの削除を

したのはＤ課長が判断したことか、そうでない場合は判断したのは誰か、

②法人内で確認中ということであれば議事録はまだ完成していないので
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はないか、③本件録音データを削除した理由は何か、などについて３月

１４日までに回答するよう求めた。また、３月８日のＥメール文面に記

載されていた本件録音データの提供を求める理由については、理事会の

議事録が正確に作成されたかどうかは監査の対象であり、実効的な監査

が不可能になるため、提供依頼を受けた者には提供依頼の理由により提

供の要否を判断する権限はない旨を伝えた。 

(シ) 同月１４日午前７時２６分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで（同

送メールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、Ｅ監事に対する同月１１日

の連絡をＦＡＸで送った理由はＥ監事からＦＡＸで連絡がきたためであ

ることなどを回答した。 

(ス) 同日午前８時４６分、Ｄ課長は、理事及び監事に対し、Ｅメールで、

令和５年（２０２３）年１２月１５日の理事会の議事録案とともに２月

の理事会の議事録案の加除修正の確認を求める連絡をした。 

(セ) 同日午前９時２２分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで（同送メ

ールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、①本件録音データはＤ課長の判

断で削除したこと、②学内で確認を行っており、完成しているものと変

わりはないと考えていること、③本件録音データは自身の手控えであり、

当初の目的を達成したので慣例により削除した旨を回答した。 

(ソ) 同日午後６時３２分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同送メ

ールで全理事、監事）、２月の理事会の校長選考過程に基づく意見に関す

る記載について、結論部分のみではなく根拠となる部分の記載が必要で

あること、「一連のＡ氏発言」を具体的に記載するよう修正を依頼した。 

(タ) 同月１５日午前８時５９分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同

送メールで全理事、監事）、一連のＡ氏発言について、１つにまとめず、

発言ごとに記載するよう補足して依頼した。 

(チ) 同日午後１時３０分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同送メ
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ールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、①本件録音データの提供を求め

られていることを知らせた人がいるか、いればそれは誰か、②「慣例」

とは具体的に何か、③勤務時間に陪席していた会議において、職務上議

事録を作成するために行っていた録音データについて、監事の求めがあ

っても提出しないでよいと判断した際、法令、諸規程又は文献等でその

判断が妥当か検討したか、検討したとすればその具体的内容はどのよう

なものか、について同月１８日までに回答するよう求めた。 

(ツ) 同月１８日午後３時３７分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、ＦＡＸで、①

本件録音データの提供依頼があっていることをＣ事務局長に報告したこ

と、②録音データは議事録作成後に削除することを慣例と考えているこ

と、③自身の手控えである録音データは当初の目的を達成したので削除

したこと、寄附行為等にも手控えに関する記載はないことなどを回答し

た。また、Ｅ監事にＦＡＸで回答することは、Ｂ理事長とＣ事務局長と

相談した上で行っていることを付記した。 

(テ) 同月１９日午後７時３１分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＢ理事長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、①本件録音データの提供依

頼があったことをＣ事務局長に報告したのはいつか、②報告を受けたＣ

事務局長から対応について指示があったか、あった場合はどのようなも

のだったか、③本件理事会の議事録案について修正を求められた場合、

どのように対応するのか、④本件録音データを削除してよいと判断した

根拠は寄附行為等に手控えに関する記載がないことだけか、文献等を根

拠にしていないのか、について、同月２１日までに回答するよう求めた。 

(ト) 同日午後７時４１分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同送メ

ールで全理事、監事）、修正された議事録案ができる時期について問合せ

るとともに、次回の理事会前の同月２２日までに確認したい旨を伝えた。 

(ナ) 同月２３日午後２時１９分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同
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報メールで全理事、監事）、修正された議事録案の送信が確認できない旨

の連絡をするとともに、修正された議事録案の送付時期の目処の回答を

求めた。 

(ニ) 同日午後２時２８分、１９日の質問に対して２１日までに回答がなか

ったため、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同送メールでＢ理事

長、Ｃ事務局長、Ｆ監事）、回答する意思があるのか、回答時期を連絡す

るよう求めた。また、一連の質問は寄附行為１７条４項に基づくもので

あると記載した。 

(ヌ) 同日午後４時０５分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、本件録音データの提供依頼に関

して、①Ｄ課長から報告があっていたか否か、あっていた場合それはい

つか、報告を共有した者は誰か、共有した者との間の協議の内容、②職

務上作成した議事録を作成するために行っていた録音を監事から求めが

あっても提供しないでよいか、法令、諸規程又は文献等の調査若しくは

専門家や監督官庁に対する照会を行うなどして検討したか、③Ｄ課長に

対して本件データの提供依頼に対する指示・指導等を行ったか、④本件

録音データが削除される前に削除予定であることを知っていたかなどに

ついて、同月２６日までに回答するよう求めた。 

(ネ) 同月２５日午前１０時３９分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、ＦＡＸで、

自身が〇〇課長に就任後に作成した理事会の議事録をＦＡＸで送信した。 

(ノ) 同日午後３時４３分、Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールで（同送メ

ールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、本日議事録がＦＡＸされたが、３月

１９日に回答を求めた事項について回答がないため、回答されていない

事項は回答を拒絶したものと理解する旨を伝えた。 

(ハ) 同日午後３時４９分、Ｅ監事は、Ｂ理事長及びＣ事務局長に対し、Ｅ

メールで（同送メールでＤ課長、全理事及び監事）、Ｄ課長に議事録案の



 34 / 107 

修正について連絡をしていたが、Ｄ課長から一切回答がないため、対応

を指示するよう依頼した。 

(ヒ) 同日午後３時５８分、Ｅ監事は、Ｂ理事長及びＣ事務局長に対し、Ｅ

メールで（同送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、Ｄ課長が回答を拒

絶しているが、両名はこれを容認しているのか確認するとともに、容認

していない場合は、３月２６日までにＤ課長に対する指示内容を連絡す

るよう求めた。 

(フ) 同月２６日午後１時５２分、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、ＦＡＸで、年

度末の繁忙期で対応が遅れていることを詫びるとともに、同月１９日の

質問に対し、①Ｃ事務局長への報告時期が３月１日であること、②Ｃ事

務局長から受けた指示等は特にないこと、③議事録案の修正を求められ

た場合の対応については、修正案を示し、確認していただくこと、④録

音データを提供しなくてよいと判断した根拠は自分の手控えであるため

であることなどを回答するとともに、２月の理事会の修正後の議事録を

送った。なお、修正後の議事録は他の理事及び監事にはＥメール送信し

た。 

(ヘ) 同日午後６時１２分、Ｅ監事は、Ｂ理事長及びＣ事務局長に対し、Ｅ

メールで（同送メールで全理事、監事）、Ｄ課長から議事録の修正案が送

られてきたが、修正を求めたＡ氏の発言（添付ファイル付き）が記載さ

れていないため、再度対応するよう求めるとともに、修正後の議事録を

ＦＡＸで送信した理由を尋ねた。 

(ホ) 同日午後６時３４分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで、３

月２３日の質問に対し、①Ｄ課長から３月４日頃までに本件録音データ

の提供依頼があったことの報告を受けたこと、②このことをＢ理事長と

共有したが、対応の協議は行わなかったこと、③本件録音データの提供

の要否について調査等を行っていないこと、④本件録音データの提供依
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頼についてＤ課長に特段の指示をしていないこと、⑤本件録音データが

Ｅ監事に提供されずに削除されたことについて事前に知らなかったこと

などを回答した。また、２月の理事会の議事録の修正の指示に関する質

問について、Ｄ課長に、意見書に関する議事に直接関連する事項のみを

記載するよう、口頭で指示したこと、指示した正確な日時は覚えていな

いことを回答した。 

(マ) 同日午後６時３６分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで、３

月２５日の質問に対し、年度末の繁忙期で事務が滞っていること、議事

録案は本日ＦＡＸで送信した旨報告を受けたことを連絡した。 

(ミ) 同日午後８時３９分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、①本件録音データは削除されて

存在しないのか、Ｄ課長が独断で削除したことになるが、この点につい

てどのように考えるのか、②一連のＡ氏発言を議事録に記載するよう求

めたが、ＦＡＸ送信された議事録修正案にはＡ氏の発言が記載されてい

ないが、当該発言は意見書に関する議事に直接関連する事項ではないと

考えているのか、監査を行うための資料が削除されたことにはどう考え

るのか、理事会（同月２８日）が迫っているため、同月２７日までに回

答するよう求めた。 

(ム) 同日午後９時０６分、Ｅ監事は、全理事及びＡ氏に対し、Ｅメールで

（同送メールでＤ課長、全理事、監事）、２月の理事会での一連のＡ氏発

言について「20240929_発言内容_案 01_確認用.pdf」を添付して確認を

求めた。 

(メ) 同月２７日午後５時４７分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメール

で、①録音データは既に削除して存在しないと報告を受けていること、

②議事録の修正について、意見書（学部長選挙に関するもの）に関する

議事内容の要点は５点であると考えており、これらの要点に関する発言
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を簡潔に記載すれば、議事録の目的が果たされると判断していることを

回答した。 

(モ) 同日午後６時２５分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメールで（同

送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、①録音データが存在しないとい

う報告があるが、実際に存在しないのか、Ｃ事務局長に自ら調査するこ

とを求め、②学部長選挙に関する議事内容の要点は、概ねそのとおりで

あるが、Ａ氏による人格否定発言や恫喝的発言は、理事会の運営が妨害

された事実を議事録に記載して記録化する必要があるが、議事に直接関

連する事項ではないと考えているのか、改めて回答するよう求めた。 

(ヤ) 同月２８日、３月の理事会が行われた（前記第２の２⒁）。 

ウ 同年４月に関係者においてやりとりされた主なＥメールの内容等は以

下のとおりである（なお、すべてのＥメールを確認できていない可能性が

ある。）。 

(ア) 同月１２日午後６時５１分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメール

で（同送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、３月２７日のＥメールに

対する回答がなされていないとして回答を督促した。また、２月の理事

会の議事録の修正はどのように修正内容を確認したのか質問をした。 

(イ) 同月２４日午後７時１０分、Ｅ監事は、Ｂ理事長及びＣ事務局長に対

し、Ｅメールで（同送メールでＤ課長、全理事、監事）、４月１２日の２

月の理事会の議事録に関する質問への回答を督促し、４月２６日までに

回答するよう求めた。 

(ウ) 同日午後７時４２分、Ｅ監事は、全理事及び監事に対し、Ｅメールで

Ｄ課長が就任して以降、理事会の議事録案の確認を求められた人がいれ

ば連絡するよう求めた。 

(エ) 同月２６日午前１０時４８分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメー

ルで（同送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、①本件録音データを自
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ら調査したが、すでに存在しないこと、議事録の修正は手控えメモに基

づき行ったこと、②提出された意見書は所期の目的を達成したことから

理事会の運営は適正に行われたと考えている旨を回答した。 

(オ) 同日午前１０時５９分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事、Ｆ監事及び全理事に

対し、２月の理事会の議事録案は、１２月の理事会の議事録の作業完了

後にお知らせするので、もうしばらくお待ちくださいと連絡をした。 

(カ) 同日午後８時１２分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメールで、２

月の理事会の議事録の修正を手控えメモに基づいて行ったと回答があっ

たため、手控えメモを提供するよう依頼し、議事録の修正に関する指示

等について回答を求めるなどした。 

エ 同年５月に関係者においてやりとりされた主なＥメールの内容等は以

下のとおりである（なお、すべてのＥメールを確認できていない可能性が

ある。）。 

(ア) 同月２日午後５時４９分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで

（同送メールでＤ課長、Ｂ理事長、Ｆ監事）、「手控えメモ」については、

理事会に立ち会った事務局が議事録の作成の備忘として残したもので、

議事録と一体をなすものではないので、提供の義務はないと考える旨を

回答した。 

(イ) 同月９日午後１１時０９分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメール

で（同送メールでＤ課長、全理事、監事）、①寄附行為１７条４項に基づ

き、本件手控えメモを提供すること、②職員が勤務時間中に陪席してい

た会議において、職務上議事録を作成するために作成した「手控えメモ」

について、監事の求めがあっても提供する義務がないと判断した際、法

令、諸規程又は文献等でその判断が妥当であるかを検討したか、検討し

た場合はその検討内容を説明するとともに、検討した資料を提供し、同

月１５日までに回答するよう求めた。 
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(ウ) 同１０日午前０時３５分、Ｅ監事は、Ｂ理事長及びＣ事務局長に対し、

Ｅメールで、２月の理事会の議事録に一連のＡ氏発言を記載しないこと

について、議事録の作成目的からすると寄附行為施行細則７条は最低限

の記載事項を定めるもので出席者が求める発言を記載しない根拠になら

ないこと、次回５月理事会でＡ氏の解任の議題が審議される予定である

ことから２月の理事会の議事録はその重要な資料になる、一連のＡ氏発

言を議事録に記載するよう求めがあるのに記載しない合理的理由は何か

などを５月１３日までに説明するよう求めた。 

(エ) 同月１０日午後９時２４分、Ｅ監事は、Ｂ理事長、Ｃ事務局長及びＤ

課長に対し、Ｅメールで（同送メールで全理事、監事）、議事録案の確認

状況について、確認があったと回答する者がいなかったこと、押印の了

承、押印の方法について知っていた者を５月１５日までに回答するよう

求めるなどした。 

(オ) 同月１３日午後６時１６分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメール

で、議事録に対して修正を求める個別意見については、議事録本文末尾

に添付し、「議事録署名人●●●理事から、議事録の記載内容について添

付の意見が出された」等の添え書きをする予定であることを回答した。 

(カ) 同月１５日午後５時２４分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事及び全理事に対し、

Ｅメールで、執行部としては、議事録には、議事経過の要領、結果を記

すことになっていることから（寄附行為施行細則７条）、２月の理事会の

議事録の修正について、学部長選挙に関する議事内容の要点は５点であ

ると考えており、これらの要点を記載すれば足りるため、議事録に対し

て修正を求める個別意見については、議事録本文末尾に添付し、「議事録

署名人●●●理事から、議事録の記載内容について添付の意見が出され

た」等の添え書きをすることとする旨の回答をした。 

(キ) 同日午後５時３１分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメールで（同
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送メールでＤ課長、全理事、監事）、①「手控えメモの不開示は、執行部

の判断であり、理由は先日のＥメールでお答えした通り、手控えメモは

議事録と一体をなすものではなく議事録の原案の作成者の個人的・内部

的な備忘に過ぎないので開示の対象にならないと考えます。」、②報告を

求める事項については学内規程では定めがないが、検討は①のとおりで

ある旨を回答した。 

(ク) 同日午後８時４７分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメールで、手

控えメモを開示しない理由についての検討や開示することの具体的な弊

害があるかについて、５月１６日までに回答するよう求めた。 

(ケ) 同日午後９時０３分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、寄附行為施行細

則７条の存在を前提に、実際に行われた発言について、議事録に記載す

るよう求めているのにこれを記載しない合理的理由の説明を求めている

こと、添え書きはその内容を出席者全員が承認したと扱われない可能性

があるため、議事録の記載に代替しうるものではないと考えていること

などが通知された。 

(コ) 同月１６日午後６時０５分、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、Ｅメール

で（同送メールで全理事及び監事）、手控えメモの提供に関する執行部と

しての判断は従前から伝えているとおりである旨を回答した。 

(サ) 同日午後６時３２分、Ｅ監事は、Ｂ理事長、Ｃ事務局長及びＡ氏に対

し、Ｅメールで（同送メールで全理事及び監事）、執行部から、議事録に

関する手控えメモを提供しないことについて、具体的・実質的説明がな

いため、説明を拒絶したものと扱わせていただく旨の連絡をした。 

(シ) 同月１７日午前１０時２１分、Ｅ監事は、Ｃ事務局長に対し、Ｅメー

ルで（同送メールで全理事及び監事）、寄附行為施行細則７条の存在を前

提に、実際に行われた発言について、議事録に記載するよう求めている

のにこれを記載しない合理的理由を本日中に回答するよう求めた。 
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(ス) 同日午後６時４３分、Ｃ事務局長から、Ｅ監事に対し、Ｅメールで（同

送メールで全理事、監事）、議事録の記載に関して、執行部としての判断

は従前からお伝えしているとおりである旨の回答がされた。 

(セ) 同日午後７時５１分、Ｅ監事は、Ｂ理事長、Ｃ事務局長及びＡ氏に対

し、Ｅメールで（同送メールで全理事及び監事）、執行部は、理事会出席

者から理事会における発言を具体的に議事録に記載してほしいという申

し出があるにもかかわらずこれを拒絶し、かつ、そのことについて具体

的・実質的な検討をしないものとして扱わせていただく旨を通知した。 

オ 同月２０日、鎮西学院において、監事監査が行われ、監査報告書が提出

された（前記第２の２⒂）。 

カ 同月２４日、理事会が開催された（前記第２の２⒃）。 

キ 同年１２月１１日、当委員会は、鎮西学院において、Ｄ課長の使用する

パソコン内のデータを調査した。 

「２０２４０２２９臨時理事会」と表記されたフォルダがあり、同フォ

ルダ内のデータを確認したが、音声データは確認できなかった。 

また、「ごみ箱」内のデータも確認したが、該当する音声データは発見で

きなかった。 

したがって、当委員会の調査時点において、鎮西学院内での本件録音デ

ータの存在は確認できなかった。 

⑷ 法令規程等 

ア 監事の権限に関する法令、規程 

監事は、学校法人の監査をすること、理事の業務執行の状況を監査する

ことなどがその職務と定められている（私立学校法３７条３項）。 

そして、鎮西学院の寄附行為１７条４項では、監事は、いつでも、理事

及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び状況を調査する

ことができると定められている。 
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また、鎮西学院の監事監査規程７条１項では、監査の実施に当たり、理

事及び教職員に対して質問をし、事実の説明を受け、又は必要に応じて資

料の提供を求めることができ、同条２項では監査対象部門の者は、監査が

円滑に遂行されるよう協力しなければならないとされ、同条３項では監事

は、監査の実施に当たっては、学院の業務の円滑な遂行及び教育・研究の

特性に、十分配慮しなければならないとされている。 

イ 記録等の取扱に関する規程 

鎮西学院における理事会の議事に係る録音データの取扱について特段の

規定等はないが、鎮西学院における書類及び記録の取扱については「文書

取扱規程」がある。 

同規程１条１項３号では、「本学院における文書の取扱は、別に定めるも

ののほか、この規程によって処理する。」、「軽易なものについては除くこと

ができる。」と定められている。そして、「文書とは、業務上必要なすべて

の書類及び記録をいい」、同規程２条ではその区分は学内文書と学外文書

と定められている。 

また、同規程１１条では、「文書の起案は、所定の起案、所定の用紙を使

用し、主管の決裁を受ける。」と定められている。 

同規程１８条、１９条では、文書は、別に定めるもののほか、すべて主

管場所において場所を定めて保管・保存する、保存年限表に従って年度別

に分類・保存すると定められている。 

同規程２１条では、保存期間を終了した文書は、破棄の承認を受け焼却

すると定められている。 

⑸ 検討 

ア 監事の監査権限等 

監事は、理事の業務執行を監督する機関であり、学校法人の公共性及び

管理運営の適正性を確保するために極めて重要な役割を担っているとこ
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ろ、監事から監査の一環として資料の提供依頼があった場合、理事及び教

職員は、監査の目的を遂げるために必要な協力をしなければならないこと

はもちろんである。 

もっとも、監事から監査として資料の提供を求められた場合、理事及び

教職員が具体的にどのような義務を負うのかについては、個別具体的な事

情に基づき判断されるため、一律に判断できるものではない。 

イ 本件監査の目的 

(ア) 理事の理事会における発言や意見表明は、理事の業務として行われる

ものであり、監事の業務監査の対象になり得るものである。 

Ｅ監事は、議事録作成を担当していたＤ課長に対し、理事会の内容等

を確認するため、また、理事会の議事録が正確に作成されているかを監

査するため、本件録音データの提供を依頼したものである。 

また、当委員会のヒアリングに対し、Ｅ監事は、 「本件録音データにつ

いては、理事（学院長兼学長）であるＡ氏の理事会における発言の内容

を確認した上で、議事録に記録として残すために議事の録音データの提

供を求めたものであり、手控えメモについては、議事録案の修正を手控

えメモに基づき行ったという説明があったため、提供を求めたものであ

る。」旨を説明している。 

したがって、監査として、議事の録音データ及び手控えメモの提供を

求めることは、監査の目的として正当と認められる。 

(イ) なお、執行部からは、Ｅ監事は、一連のＡ氏発言があった理事会に出

席しており、自身で録音データを保有していたと思われることから、本

件録音データの確認・提供の必要性が認められないのではないか、録音

データを提供すると外部流出の可能性もあるなどの意見も述べられてい

た。 

しかし、本件録音データは、まさに議事録を作成する目的で、議事の
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内容を確認するために録音されたデータであるから、当該理事会に出席

していたとしても、少なくとも理事会の議事録作成に関する監査におい

てその内容を確認する必要性がないとはいえない。また、Ｅ監事に対し

て録音データを保有しているか否かの確認を取ったものでもなく、外部

流出の可能性も抽象的なものに過ぎないことから、いずれも監査の必要

性を失わせる事情には当たらない。 

ウ 録音データをめぐる対応等について 

(ア) 録音データの文書取扱規程の「文書」該当性 

鎮西学院には、理事会の議事の録音データの取扱について特段の規定

等はないが、文書取扱規程において、「本学院における文書の取扱は、別

に定めるもののほか、この規程によって処理する。」と定められており、

「文書」に該当する場合には、原則として同規程の適用があり得る。 

鎮西学院の文書取扱規程では、「文書」は、「業務上必要なすべての書

類及び記録」と定義されており（文書取扱規程２条）、特段の限定はなく、

広く定義されている。 

そして、理事会の議事の録音データは、議事録を作成するために取ら

れるものであり、業務上必要な記録に当たる上、職員が職務上作成した

記録であって鎮西学院の備品のＩＣレコーダー、パソコンに保存される

ことからすると、当該録音データは、形式的には、業務上必要な記録、

すなわち「文書」に該当し得るものであり、文書取扱規程の適用があり

得るものと解される。 

もっとも、文書の起案は、所定の起案、所定の用紙を使用し、主管の

決裁を受けると定められていることからすると、当然に文書取扱規程の

適用があるともいい難い。 

とはいえ、理事会の議事の録音データは、議事録を作成するための記

録であり、議事録は起案後に決裁を受けることが予定されていることに
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鑑みると、少なくとも議事録が作成されるまでの間は文書に準じた取扱

が必要となると解される。 

したがって、本件録音データは個人の手控えには当たらず、少なくと

も議事録が完成するまでの間は、鎮西学院の学内文書に準ずるものに該

当すると解される。 

(イ) 監査に対する協力義務 

鎮西学院の監事監査規程では、前記のとおり、監事は、監査の実施に

当たり、理事及び教職員に対して質問をし、事実の説明を受け、又は必

要に応じて資料の提供を求めることができ、監査対象部門の者は、監査

が円滑に遂行されるよう協力しなければならないとされている。 

監事から、監査の一環として資料の提供を求められた場合、理事及び

教職員は、特段の事情のない限り協力する義務があり、当該資料が文書

取扱規程の適用を受ける「文書」（文書取扱規程２条）に該当するのであ

れば、原則として提供義務があると解され、これに伴い「文書」に準ず

るものも、原則として提供義務があると解される。 

(ウ) 録音データの特性等 

ところで、録音データは、生の発言を正確に記録ができる一方で、複

製も容易であり、一般的に取扱には慎重な対応を要する資料である。 

すなわち、議事の内容を正確に確認するためには極めて重要な資料で

ある一方で、理事会の議事の録音データには鎮西学院の機密情報や関係

者のプライバシーに関わる情報なども含めセンシティブなものが含まれ

る。また、通常外部に公開されることが予定されていないものであるか

ら、セキュリティ上も慎重な取扱を要する。 

議事の内容を確認するためであれば、録音を再生して聴取する機会を

与えるなどの方法もあることから、監査のために録音データの確認が必

要であるとしても、録音データそのものを交付することが必須とまでは
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いえない。 

監査のために必要性があったとしても、鎮西学院が録音データそのも

の（複製を含む）を提供する義務を負うかについては様々な見解があり

得ると思われる。 

(エ) 本件録音データをめぐる対応の問題点 

a 当委員会の調査の結果、Ｅ監事がＤ課長に対し、本件録音データの

提供を求めた時点では、本件録音データが存在していたことが認めら

れる。 

そして、本件録音データは、理事会の議事の内容を確認するという

監査の目的に照らすと、録音データの特性を踏まえても、監査のため

に提供・確認方法等を検討し、監査に協力すべきであった。 

b Ｄ課長による本件録音データの消去 

(a) 当委員会のヒアリングに対し、Ｄ課長は、本件録音データについ

て、「３月１日から３月８日までの間に２月の理事会の議事録の原案

を起案した上で削除した。」、「削除前にＣ事務局長には報告しなかっ

た。」、「慣例に従って削除したので、そこまで深刻に捉えていなかっ

た。」などと陳述した。そして、Ｄ課長は、「過去にも理事会の議事

が外部に漏れていると感じる出来事があり、監事であっても録音デ

ータを渡すことはよくないと考えていた。」、「本件録音データは、Ａ

氏とＥ監事の個人間の紛争に関するもので監査の対象ではないと考

えていた。」、「議事録に個人間の紛争を持ち込んでほしくなかった。」

などと陳述した。また、Ｄ課長は、「削除するなら自分の責任でと思

った。」、「相談して迷惑を掛けたくなかった。」などとも陳述した。 

(b) これらの陳述から明らかなとおり、Ｄ課長は、Ｅ監事から監査と

して本件録音データの提供依頼を受けたことを認識しながら、これ

をあえて消去したと評価できる。 
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この消去した行為自体、著しく不適切である。 

(c) そして、Ｄ課長は、当該提供依頼が監査に該当するのか疑問を抱

き、また、録音データの外部流出などに懸念を抱いたというのであ

るから、その疑問や懸念が合理的かどうかの問題は別としても、慎

重な対応が求められる事態であることが明らかであり、少なくとも、

その対応について上司に相談し、指示を仰ぐべきである。 

また、Ｄ課長は、議事録の原案を作成後に消去した旨陳述してい

るが、議事録案の出席者への共有もなされておらず、少なくとも議

事録は完成していない状況であり、この点の説明も合理的とはいえ

ない。 

仮に、録音データの取扱について明確な規定等がなく、議事録案

作成後に録音データを消去する慣例があったとしても、この時は、

監事から監査として当該録音データの提供を具体的かつ明確に求め

られていた以上、消去前に、慣例に従った消去について上司に相談

し、判断を仰ぐべきであった。 

このように、Ｄ課長が、上司に相談をしたり、指示を仰いだりす

ることなく、独断で当該録音データを消去したことは、著しく不適

切である。 

(d) さらに、Ｄ課長の陳述には、Ｅ監事に提供しなければならない状

況になり得ることも認識しつつ、意図的に消去したことをうかがわ

せるものもある。 

この点からも著しく不適切であるといわざるを得ない。 

c Ｃ事務局長の対応 

Ｃ事務局長は、Ｅ監事から監査としてＤ課長に録音データの提供依

頼があっていることを認識しながら、Ｄ課長に対し、当該録音データ

の取扱について具体的な指示をせず、その対応において上司の判断を
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仰ぐよう指示もしなかった。 

その結果、前記のとおりＤ課長が当該録音データを消去したこと等

に鑑みると、このＣ事務局長の対応も不適切というほかない。 

d 執行部の対応 

監事から、監査として対応を求められた事項について、執行部内で

情報が十分共有されておらず、その対応について具体的な検討・協議

がなされた経過もない。 

その結果、当該録音データが消去されたのであるから、内部統制が

機能していないといわざるを得ない。 

エ 本件手控えメモをめぐる対応について 

(ア) 文書取扱規程の「文書」該当性 

鎮西学院の文書取扱規程では、前記のとおり「文書」とは、「業務上必

要なすべての書類及び記録」と定義されているところ（文書取扱規程２

条）、「文書」の定義は広く、手控えメモも、形式的には「文書」に該当

する可能性がある。 

しかし、手控えメモは、職員によって業務上作成されているものでは

あるものの、個人の備忘のために作成されるものである性格が強く、組

織内での共有、保存等は予定されていないことから、「文書」に該当しな

いという解釈も十分可能である。 

(イ) 監査に対する協力義務 

執行部は、手控えメモについて、事務担当者が議事録作成の備忘とし

て残したもので、議事録と一体をなすものではなく、提供義務はないと

意見を述べている。 

前記のとおり、手控えメモは、「文書」に該当しないという解釈も十分

可能でもあり、一般的には個人の備忘のためのものと考えることができ

ないわけではない。 
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しかし、本件では、議事録作成のために存在していた議事の録音デー

タが事務担当者によって消去されたという事情があり、しかも、その消

去は、Ｅ監事が監査として提供依頼をした後に行われており、議事の内

容を事後的に確認するための資料が失われたという極めて特殊な状況が

あった。 

また、Ｅ監事が、監査として、手控えメモの提供依頼を行ったのは、

令和６（２０２４）年４月２６日に、Ｃ事務局長が、Ｅ監事に対し、同

年３月１４日に送信した議事録案から同月２６日に送信した議事録案へ

の修正を手控えメモに基づき行ったと説明したこと（前記⑶ウ(ｴ)）に起

因するものである。 

少なくとも、そのような状況下においては、手控えメモの提供（閲覧

又は写しの提供等を含む）について協力する義務があったというべきで

ある。 

(ウ) 本件手控えメモをめぐる対応の問題点 

執行部は、Ｅ監事に対し、本件手控えメモを開示しない理由について、

事務担当者が議事録作成の備忘として残したもので議事録と一体をなす

ものではなく、提供義務はない旨の回答をするのみで、録音データが消

去されたという状況で、議事の内容を検証するために可能な協力をする

姿勢を示していない。 

また、当委員会のヒアリングにおいても、Ｃ事務局長及びＤ課長から

は、本件手控えメモの提供（閲覧又は写しの提供等を含む）を拒む実質

的な理由や、提供することによる弊害等について特段の説明・弁明等は

なかった。 

(エ) 本件手控えメモをめぐる説明等 

当委員会のヒアリングに対し、Ｄ課長は、「本件手控えメモは、理事会

の配付資料に走り書きをした程度のもので、議事録案の原案を作成し終
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え、本件録音データと同時期（３月８日頃）にシュレッダーにかけて破

棄した」旨を陳述した。 

他方で、執行部及びＤ課長は、前記のとおり議事録案の修正（３月１

４日から３月２６日の間に行われたもの）は本件手控えメモに基づき行

ったと説明しており（前記⑶ウ(ｴ)）、時系列が整合せず、説明が矛盾し

ている。 

また、当委員会に対する提供資料（２月の理事会の配布資料）の中に、

本件手控えメモの一部と思われるものがあり、この点についてＤ課長に

確認を行ったところ、「本件手控えメモの一部である。」との説明であっ

た。 

このように、Ｄ課長の本件手控えメモに関するこれらの説明はいずれ

も不合理といわざるを得ない。 

また、少なくとも、当委員会が確認した本件手控えメモの一部の内容

は、出席者の発言の一部を走り書きした程度のものであり、その内容か

らすると、Ｅ監事に提供することについて特段の支障があったとはいえ

ない。 

オ その他、Ｅ監事の監査（調査）への対応 

(ア) Ｅ監事の監査としての資料提供依頼や質問は、理事会や５月２０日の

監事監査を除くと、基本的にＥメールで行われており、電話や面談等で

はなされていない。 

 Ｅ監事とＤ課長及びＣ事務局長らとの一連のＥメールのやりとり（前

記第３の３⑶イ、ウ、エ）からは、Ｅ監事が質問したことについて、Ｄ

課長やＣ事務局長が回答した内容がかみ合っていないもの、設けられた

期限の間際まで回答（返信）がされなかったり、期限が設けられていな

い場合は督促があるまで回答（返信）がされていなかったりした経過等

が確認できる。 
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また、Ｄ課長からＥ監事に対する連絡等が、ＥメールからＦＡＸに変

わった（他の理事にはＥメールで連絡をしているものも含め）経過も確

認できる。Ｅ監事は、Ｄ課長に対し、Ｅメールの方が確認をしやすいと

いう希望を伝えたが、その後も、Ｄ課長は、Ｅ監事に対し、議事録案等

を送る際、Ｅメールではなく、ＦＡＸで送信している。 

(イ) これらの点について、当委員会のヒアリングに対し、Ｄ課長及びＣ事

務局長は、以下のとおり陳述した。 

a Ｄ課長は、「Ｅ監事に対してありのままを送ったつもりだが、偽装が

あったというような言われ方をした。Ｅメールを出すたびに、Ｅ監事

は不信感と募らせているように感じた。不信感が不信感を呼ぶ状況だ

った。Ｅ監事からは夜中に送信されたＥメールもあり、監査を名目に

Ｅメールで攻撃を受けたと思っている。当時、Ｅ監事のことを考える

と気分が悪くなる状態だった。持病で通院しているが、一連の対応を

している際は体重が急激に減り、眠れなくなった。Ｃ事務局長からは、

Ｅメールは勤務時間外には見ずに、勤務時間中に見るように指導を受

けた。」などと陳述した。 

また、Ｄ課長は、Ｅ監事への連絡がＥメールからＦＡＸ送信になっ

た理由については、「Ｅ監事から、ＥメールではなくＦＡＸで連絡があ

ったこと、また、Ｅメールを送り間違えたり、うっかりが多かったの

で、Ｃ事務局長の指導もあり、形が残るようＦＡＸを使用するように

なった。」などと陳述した。 

b Ｃ事務局長は、Ｄ課長とＥ監事とのやりとりがＦＡＸになった理由

について、「連絡の確実性を確保するため、また、職員の負担軽減のた

め、夜中にＥメールを確認しないようにするためであった。」、 「Ｄ課長

のＩＣＴスキルに問題があった（Ｅメールの送り間違いなど）。」など

と陳述した。 



 51 / 107 

また、 「学校法人にとって例年３月から４月にかけては、入試、卒業、

入学、人事、新学期準備等に関する業務があって繁忙期であり、連日

Ｅメールが来ていたことも相まって事務が滞っていた。」などと陳述し

た。 

(ウ) 確かに、監査報告書が指摘するとおり、Ｄ課長やＣ事務局長の質問へ

の回答（返信）状況やＦＡＸの利用などをみると、監査が円滑に行われ

るような協力や対応がなされていなかったことが認められる。 

他方で、Ｅ監事から対応を求められていた時期は繁忙期であったこと

に加え、理事会運営の混乱もあり、通常業務ではない業務に追われてい

た状況があったことも推認できる。この点、監事監査規程は、「監事は、

監査の実施にあたっては、学院の業務の円滑な遂行及び教育・研究の特

性に十分配慮しなければならない。」（監事監査規程７条４項）と、監査

実施に当たっては、教職員等の業務の円滑な遂行に対する十分な配慮も

求めている。 

また、Ｅ監事との質問等のやりとりがＥメールのみに終始しており、

相互にコミュニケーションが十分取れていなかった面もあり、相互に不

信感が不信感を呼ぶ状況があったことも推認できる。 

 以上から、Ｅ監事に対する質問への回答や資料の送付方法等には、誠

実性を欠くと受け取られ得るものや不適切なものがあったことは否定で

きないものの、当時のＣ事務局長及びＤ課長の状況等に鑑みると、これ

らの点について積極的に監査妨害の意図があったとまでは認められない。 

⑹ 結論 

Ｄ課長が本件録音データを消去したこと、Ｄ課長が監査の対応について指

示を仰がなかったことは著しく不適切であり、また、Ｃ事務局長がＤ課長に

監査の対応について具体的な指示等をしなかったことも不適切であって、こ

れらの点については監査妨害があったと評価されてもやむを得ない。 
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しかし、その他の質問への回答や資料送付の方法等の一連の対応について

は、監査妨害があったとまでは認められない。 

なお、本件録音データ消去や本件手控えメモの廃棄について、Ｃ事務局長

等の執行部が、Ｄ課長に対して消去、廃棄を指示するなどの積極的な関与を

した事実を認定し得る証拠は確認されなかった。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

ア 鎮西学院は、監査報告書の指摘を受けた取組として、議事録作成におけ

る録音データや資料の取扱いについては、正式な議事録としての確定プロ

セス、情報公開等を含め、私立学校法改正に伴う内部統制システムの整備

の一環として、今年度内にガイドラインを策定することとしている（添付

資料３）。 

イ そして、鎮西学院は、Ｃ事務局長による監査妨害の指摘に関しては、令

和６（２０２４）年５月２４日の理事会において、Ｃ事務局長の懲戒処分

を求める議案が審議の上で可決され、理事会に懲戒委員会を設置して事実

確認を行うこととした（添付資料２）。 

また、同理事会において、監査をめぐる対応に関して、Ｄ課長の懲戒処

分を求める議案を審議した。 

ウ 以下、当委員会の提言等について述べる。 

(ア) 議事の録音データの取扱も含め、議事録の作成に関して、正式な議事

録としての確定プロセス（議事録案の作成、共有・確認、加除修正、確

定、押印等）等について、内部統制システムの整備の一環として、ガイ

ドラインを作成することについては、当委員会も求めるところであり、

妥当である。 

(イ) 監事から監査妨害と指摘された点については、監査報告書で指摘があ

った直後の理事会においてＤ課長とＣ事務局長の懲戒処分を求める議案

が審議されている。 
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監査妨害といわざるを得ない対応があったことは著しく不適切である

が、不適切な行為があった後のこのような理事会の対応については、内

部統制、ガバナンスが機能しているものといえ、一定の評価ができる。 

ただし、理事会に設置する懲戒委員会の構成については、後記で検討

する法人事務局長の地位・権限等の問題の指摘もあるため、鎮西学院内

の常勤理事だけではなく外部理事を加えることも含め、理事会内で慎重

な検討がされるべきである。 

(ウ) 本件録音データの消去や本件手控えメモの提供拒否が起きた背景には、

前記第２の２⑹イの提言と同様、理事及び教職員の私立学校法及び寄附

行為で定められた監事の職務、責任等に対する理解不足のほか、理事の

職務、責任等についての理解不足があると考える。 

再発を防止するためには、全理事だけではなく、監事の監査に関わる

教職員も含め、私立学校法及び寄附行為で定められた監事や理事の職務、

責任について研修等を行うことを検討すべきである。 

(エ) また、監査への対応においては、執行部や事務局の側からも積極的に

監事に対して面談を求めたり、資料などを直接確認するよう求めたりす

るとともに、疑問点を解消したり、問題意識を共有したりするために、

監事との間でコミュニケーションを図ることが重要である。 

(オ) さらに、執行部内での情報共有が不十分であったこと、重要事項につ

いて担当職員が独断で判断、行動せず、上司の判断を仰ぐことを徹底す

るなど、内部統制を高める対応がなされるべきである。 

(カ) ところで、２月の理事会の議事については、鎮西学院が録音していた

もの以外に、当委員会も確認した２月２９日理事会録音データが存在し

ている。 

出席者が各自で録音することについては様々な考え方や利点、弊害が

あると思われるが、議事の録音データの取扱を定めるにあたっては、こ



 54 / 107 

れらの点についても議論されることが望ましい。 

４ 「４ 理事会議事録に関する問題」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書では、①理事会の出席者に議事録案の承認を得ないまま、預か

っている印鑑で押印し、議事録を作成していたことは議事録の作成方法とし

て不適切であるというだけではなく、私文書偽造罪に該当し得るものである

こと、②議事録を作成する目的は、当該会議における経過を後に確認するこ

とができるようにしておくことであるが、議事録に出席者が求める発言をし

ないこと及びその実質的理由を説明しないことは、その目的を理解していな

いし、執行部の一存で記載内容を決定するのは恣意的であるという指摘がさ

れている。 

⑵ 鎮西学院の意見 

鎮西学院の意見は、以下のとおりである（添付資料２）。 

ア 総務課で理事全員の印鑑を預かって総務課で議事録に押印することに

ついては、理事就任時に各理事の了承を得ていた。 

イ 議事録の作成方法について、令和３（２０２１）年１２月までの理事会

議事録は学内理事に確認後、預かっている印鑑で押印していた、令和４（２

０２２）年３月、５月の理事会議事録は前任の課長（令和４（２０２２）

年９月退職）が事務を滞らせており残務整理として同年末頃にようやく議

事録が提出された、その際のＤ課長への引継としては、理事の印鑑は総務

課で預かっているのでそれを押印するようにということであった、令和５

（２０２３）年３月、５月の理事会の議事録は監事の確認・押印後、理事

の押印は総務課で預かっている印鑑で押印した、同年１０月の理事会の議

事録からは全理事に確認後に押印している。 

ウ 議事録に出席者が求める発言を記載しないという点については、Ｅ監事

が記載を求めた一連のＡ氏発言は余事事項であり、議事録に記載すべきと
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は考えていない。 

執行部として、２月の理事会における「意見書（学部長選挙に関するも

の）」に関する議事内容について、議事録に記載すべき事項としては、 

a 学部長選挙の投票用紙にナンバリングがされており、大学運営に対

して不信感を抱かせるような看過できない行為があったことへの監事

からの意見 

b 学部長選挙時に投票用紙にナンバリングしたことの事実確認 

c 意見書に関して、Ａ理事から監事へ、意見書の内容について、一方

的な内容になっており、双方への事実確認を経たうえでの内容になっ

ていないことへの強い抗議がなされたこと。 

d 監事としては、今回の意見書は、学部長選挙時の投票用紙へのナン

バリングに関する事実の報告を求めているのであり、寄附行為に定め

る業務監査の一環で行っていること。 

e 監事の意見書の求めに応じ、次回理事会及び教授会において、報告

を行うこととしたこと 

の５点であり、これらの内容を議事録に記載した。 

⑶ 事実認定等 

ア 議事録案作成の過程 

鎮西学院における理事会の議事録案の作成は、法人事務局の課長によっ

て代々行われていた。 

その方法は、以下のとおりである。 

課長は、理事会開催の際、議事録案作成のため、事務担当者として陪席

し、その際、手控えメモを取ったり、議事を録音したりしていた。 

課長は、理事会の終了後、手控えメモや録音データを基に議事録案を作

成し、事務局長の確認・修正等を経て、その承認を受け、理事長（議長）

に提出していた。 
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近時の議事録作成担当者は、以下のとおりである。 

(ア) 令和３（２０２１）年１０月まで 

Ｋ氏 

(イ) 令和３（２０２１）年１２月から令和４（２０２２）年５月まで 

Ｌ氏 

(ウ) 令和４（２０２２）年１０月から令和６（２０２４）年５月（調査対

象期間）まで 

Ｄ氏 

イ 理事会出席者に対する議事録案の内容の確認 

鎮西学院によると、課長が作成した議事録案について、理事会出席者に

内容の確認を求めていない時期があった。この点については、当委員会の

ヒアリングに対し、複数の理事が同様の陳述をしている。 

理事会出席者に対する議事録案の内容の確認方法等については、Ｄ課長

以外の既に鎮西学院を退職した前任者らからのヒアリング等は実施して

いないため、詳細が不明な部分もあるが、少なくとも、令和５（２０２３）

年１０月以降に開催された理事会については、Ｅメール又は郵送で、出席

者に議事録案を送って確認を求めている。 

ウ 理事会出席者の議事録への押印 

令和４（２０２２）年１２月開催の理事会までは、全出席理事が記名・

押印する体裁で議事録が作成され、令和５（２０２３年）年３月開催の理

事会からは、全出席理事と全出席監事が記名・押印する体裁で議事録が作

成されていた。 

なお、監事が記名・押印する体裁となったのは、議事録に関する寄附行

為の規定が改正されたことによるものである。 

令和３（２０２１）年１２月の理事会議事録までは、学内理事に確認後、

総務課で預かっている印鑑で押印をしていた。 
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令和５（２０２３）年３月の理事会からは、出席監事に議事録の確認を

求めて監事には自ら押印してもらうようになった。同年３月、５月の理事

会の議事録は監事の確認・押印後、理事の押印については総務課で預かっ

ている印鑑で押印した。 

なお、鎮西学院によると、議事録の押印に使用されている理事の印鑑に

ついては、各理事の就任時に、総務課で預かり、議事録に押印することに

ついて了承を得ていたと説明されている。 

エ 令和６年２月２９日に開催された２月の理事会において、Ｅ監事が「意

見書（学部長選挙に関するもの）」(添付資料６)等を提出し、この意見書に

ついて説明したところ、Ａ氏からＥ監事に対し、一連のＡ氏発言がなされ

た。 

オ ２月の理事会終了後の同理事会の議事録をめぐる関係者のＥメールの

主なやりとりは、前記第３の３⑶イ、ウ、エのとおりである。 

カ Ｅ監事が議事録に記載を求めた一連のＡ氏発言は、完成した２月の理事

会の議事録には記載されなかった。 

キ 令和６（２０２４）年３月２８日の理事会（以下「３月の理事会」とい

う。）において、Ｅ監事は、同日付け「報告書」（添付資料４）を配布し、

一連のＡ氏発言等について説明した。 

ク ３月の理事会の議事録には、監事から学部長選挙に関する意見書とこれ

に対する報告について、「Ｅ監事にコメントを求めたところ、別紙 『報告書』

に基づき報告があった。」との記載があり、同報告書は議事録に添付された。 

同報告書は、文書取扱規程の適用のある「学内文書」（２条⑴）として永

久保存の対象となり（１８条、別表２ 第一種３「理事会・・・に関する

記録」）、保存されている（鎮西学院からの回答により確認）。 

⑷ 法令規程等 

ア 本件当時、私立学校法には理事会の議事録の作成に関する規定はない。 
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なお、令和７（２０２５）年４月１日施行の改正私立学校法（以下「改

正私立学校法」という。）では、理事会の議事録に関して条文が定められた

（改正法４３条２項、３項、施行規則１５条２項）。 

イ 鎮西学院の寄附行為２１条１項には、議長が理事会の開催場所及び日時

並びに議決事項及びその他の事項について、議事録を作成しなければなら

ないと定められている。 

そして、寄附行為２１条２項には、議事録には、出席した理事全員及び

監事が署名（電磁的記録により作成される議事録にあっては、電子署名。

以下同じ）若しくは記名押印し、又は議長並びに出席した理事のうちから

互選された理事２名以上及び出席した監事が署名し、常にこれを事務所に

備えて置かなければならないと定められている。 

なお、令和５（２０２３）年３月改正前の寄附行為では、議事録には、

出席した理事全員が署名押印しなければならないと定められていた（旧寄

附行為２１条２項）。 

また、寄附行為施行細則７条には、理事会の議事録については、その議

事経過の要領、結果及び議決の場合は賛否の数を記したものを作成すると

定められている。 

ウ 理事会規程には、議事録に関して特段の規定はない。 

当委員会が鎮西学院から提供を受けた資料では、理事会の議事録の作成

に関する理事会決議や規程は確認されていない。 

⑸ 検討 

ア 議事録の作成方法 

(ア) 鎮西学院の寄附行為では、前記のとおり、議事録の作成者は、議長（理

事長）とされ、出席した理事全員及び監事又は互選された２名以上の理

事及び監事が押印することとされているところ、これは、議長が議事録

を作成したうえで、出席した理事全員及び監事又は互選された２名以上
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の理事及び監事にその内容の承認を求める趣旨であると解される。そし

て、押印を求められる者は、議事録の内容を確認し、これを承認する趣

旨で押印することが予定されていると解される。 

(イ) 鎮西学院は、過去の一定期間、出席者に議事録の内容の確認を経ない

まま、事前に預かった印鑑で議事録に押印していた事実があることを認

めている。 

 当委員会のヒアリングでも、いずれの理事も理事会の議事について議

事録が作成されていることは認識していた。 

にもかかわらず、過去の議事録作成について、３月の理事会までは出

席者から特段の異議が出ていなかったとはいえ、出席者の実質的な確認・

承認を経ないまま議事録が作成されていたことは、著しく不適切といわ

ざるを得ない。 

(ウ) 当然ながら押印は自ら行うのが原則であるが、議事録が出席者全員が

押印する体裁で作成されていたこと、遠方に居住する理事がいたこと、

コロナ禍の影響もあったことなどから、速やかな議事録作成のためには

預かった印鑑で押印をすることにもやむを得ない事情もあったと思われ

る。 

しかし、預かって押印するのであれば、印鑑の取得・保管について適

式な管理を行うべきであるが、理事の中には預けたかどうかの認識がな

い者も存在する。そして、鎮西学院側に、理事から印鑑をどのように適

式に預かったか全く記録がないことからすると、印鑑の取得・保管は不

適切といわざるを得ない。 

 なお、当委員会のヒアリングに対して、理事からは、押印に使用され

た印鑑について、「理事になったときに印鑑を作成することを了承した。」、

「印鑑は事務局に預けている。」、「理事就任時に印鑑を渡したか記憶が

ない。」、「事務局が押印していたことは、特に問題ない。」、「印鑑を預け
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た記憶はない。」などの種々の陳述があった。 

(エ) また、各理事から理事就任時に、議事録作成のために印鑑を預かるこ

と、議事録に押印することなどについて包括的な承認を得ていたとして

も、議事録の内容の確認と承認を全く経ないままに押印することは、い

ずれにしろ著しく不適切である。 

(オ) このように、議事録の作成に関して、議長である理事長をはじめとし

た執行部や事務局の対応に不適切な点があることは前記のとおりである

が、これらの点は、それぞれの理事が、議事録の作成について関心を持

っていなかったこと、注意を払っていなかったことに起因するものでも

ある。 

当委員会のヒアリングに対して、理事からは、「議事録を意識していな

かった。」、「Ｅ監事の指摘があるまで、議事録を確認したことがなかっ

た。」、「完成した議事録を見たことがなかった。」などの陳述があった。 

このため、議事録作成の問題については、理事長をはじめとする執行

部や事務局だけに責任があったとすべきではなく、各理事及び理事会全

体の問題として捉えるべきである。 

議事録の作成について、理事会終了後に、各理事がその内容等につい

て確認を求めるなどの関心を持っていなかったことも不適切である。 

イ 出席者が求める発言の記載 

(ア) 本件当時の私立学校法及び同法施行規則には、理事会の議事録の作成

及び記載事項は法定されていない。 

鎮西学院の寄附行為では、議長は、「議事事項及びその他の事項等につ

いて議事録を作成しなければならない」と定められ、寄附行為施行細則

には「その議事経過の要領、結果及び議決の場合は賛否の数を記したも

のを作成する」と定められているところ、この規定から直ちに記載事項

が決まるものではないため、作成者である議長には記載事項の決定に一
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定の裁量があると解される。 

しかし、その裁量は無限定ではなく、理事会における理事や監事の発

言や意見は、理事や監事の善管注意義務の履行やその違反を判断する場

合に重要な資料になり得るものであり、重要な発言、意見、質疑応答等

があれば、それらは議事録に記録する必要があると解される。 

(イ) ただし、実際上は、発言、意見、質疑応答等について、何が重要であ

るかという具体的な判断は、非常に難しい。 

 よって、少なくとも、出席者が発言や意見の議事録への記載を求めた

場合、出席者が自ら重要性を判断してこれを求めているのであるから、

議長に一定の裁量があるとしても、原則としてその内容は記載すべきで

ある。 

(ウ) その上で一連のＡ氏発言について、鎮西学院は、議事とは直接関係の

ない余事事項であるとの見解である。 

 しかし、一連のＡ氏発言は、理事会の場での、理事の一人で執行部の

一人でもある理事からの監事に対する発言である。そして、Ｅ監事が、

鎮西学院で実施された学部長選挙について意見を述べる中でなされた発

言であり、議事の経過に当たり得る。また、その発言内容は、理事の解

任を含めた処分を検討する事由になり得るものでもあった。 

したがって、余事事項とはいい難く、Ｅ監事が記載を求めた一連のＡ

氏発言は、議事録に記載すべきであり、これを記載しないという対応は

不適切である。 

ウ 議事録への不記載についての説明 

 監査報告書の指摘する、議事録に記載しない実質的な理由を説明しない

との点について、Ｅ監事とＤ課長及びＣ事務局長らの一連のＥメールのや

りとりからすると、Ｃ事務局長は、Ｅ監事に対し、当該議題について議事

録に記載すべきと考える要点５つを挙げてそれを説明し、また、要点しか
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記載しない根拠と考える寄附行為細則の規程の説明などはしている経過

が確認できる。 

Ｅ監事からの質問に対してＣ事務局長及びＤ課長が回答をするまでに一

定の時間を要していること、設けられた回答期限の直前まで回答をしてい

ないこと、質問と回答がかみ合っていないことなどは認められるものの、

その理由は、議事録に対する両者の根本的な見解の相違が主たる原因であ

る。 

Ｃ事務局長らが、実質的な説明を全くしていないとまでは評価できない。 

⑹ 結論 

①理事会の出席者に議事録案の内容の確認を求めず、承認を得ないまま、

預かっている理事の印鑑で押印し、議事録を作成していたことは、議事録の

作成方法として著しく不適切であった。そして、この点に関しては、各理事

が、あるいは理事会として、議事録作成について関心を持たず、注意を払っ

ていなかった点も不適切であった。 

また、②一連のＡ氏発言について、Ｅ監事が記載を求めたにもかかわらず、

議事録に記載しなかったことは不適切であった。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

ア 鎮西学院は、監査報告書の指摘を受けた取組として、正式な議事録とし

ての確定プロセス等については、私立学校法改正に伴う内部統制システム

の整備の一環として、今年度内にガイドラインを策定するとしている（添

付資料３）。 

また、Ｅ監事が記載を求めた一連のＡ氏発言については、２月の理事会

の議事録には記載しなかったが、令和６（２０２４）年３月２８日に開催

された３月の理事会の議事録に、一連のＡ氏発言が記載されているＥ監事

作成の同日付け「報告書」（添付資料４）を添付した。鎮西学院によると、

この報告書は理事会に関する記録として永久保存の対象となるとのこと
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である。 

イ 前記第３の３⑺ウのとおり、議事録の作成に関して、録音データの取扱

も含め、正式な議事録としての確定プロセス（議事録案の作成、共有・確

認、加除修正、確定、押印等）等について、内部統制システムの整備の一

環として、ガイドラインを作成することについては、当委員会も求めると

ころであり、妥当である。 

しかし、前記でも指摘したとおり、当委員会のヒアリングでは、これま

で理事会の議事録にほとんど関心をもっていなかったという理事も複数

いたことから、理事会の議事録の意義等について、理事会内で再確認する

とともに、上記ガイドラインの整備にとどまらず、理事及び監事に対し、

議事録の意義等を含め、理事及び監事の職務、責任等に関して研修等を行

うことを検討すべきである。 

なお、鎮西学院は、議事録の記載に関して、Ｅ監事が求めるとおりの対

応はせず、また、議事録とは形が異なり、記録に残すまでに時間も要した

ものの、前記のとおり最終的には一連のＡ氏発言を記録に残し、保存する

という対応を取っている。Ｅ監事が議事録に記載を求めた目的は、Ａ氏の

責任等を判断するために一連のＡ氏発言の詳細を記録に残すことにあっ

たのであるから、この目的の一部は達成されているともいえる。一定程度、

カバナンスが機能したものと評価できる。 

５ 「６ 校長選考過程の問題」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書は、①執行部が鎮西学院高校の校長選考過程において高校職員

会議の意見を聴取すると定めている校長選考規程の趣旨を軽視していること、

②令和５（２０２３）年１２月１５日の理事会におけるＡ氏又は執行部の校長

選考過程に関する説明が不適切であることなどの問題を指摘する。 

⑵ 鎮西学院の意見 
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２月の理事会において、高校教職員の意見を尊重したＨ氏の再任案が決議

され、解決済みである。 

⑶ 事実認定等 

ア 令和５（２０２３）年１０月２７日、理事会は、令和６（２０２４）年

３月の任期満了に伴う鎮西学院高校校長（以下「校長」という。）の選考を

行うため、校長候補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）を設置し

た。 

選考委員会の委員は、Ｂ理事長、理事会選出のＡ氏及びＣ事務局長の執

行部３名のほか、高校教員会議選出のＭ副校長、Ｎ教員の計５名であった。 

イ 同年１１月８日、第１回選考委員会が開催された（ただし、委員のＭ副

校長が忌引きのため、Ｏ教頭が代理出席した）。 

同選考委員会の議事録によると、第１回選考委員会では、Ｂ理事長から、

校長候補者選出の基本方針（第Ⅱ期中期計画の目標達成等）が示され、Ａ

氏から、校長候補者としてＧ氏が提案された。これに対して、高校職員会

議選出委員からは、現校長であるＨ氏の再任を望む主旨の意見が出された。 

また、高校教職員の意見聴取については、前回（令和２（２０２０）年）

と同様の方法で行うことが確認された。 

ウ 同月２８日、第２回選考委員会が開催された。 

同選考委員会の委員会の議事録によると、議事の内容は以下のとおりで

ある。 

(ア) 高校職員会議選出委員からは、高校教職員の意見聴取結果について、

「次期高等学校校長候補者について」と題する高等学校教職員一同名義

の書面（以下「教職員提出書面」という。）が提出されたほか、アンケー

ト回答のまとめ（以下「アンケート書面」という。）が提出された。 

そして、それらの文書には、Ｇ氏を候補者とする議案は受け入れられ

ず、現校長のＨ氏の再任を希望するなどの内容が記載されていた。 
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また、主な理由として、２０１８年の医進コース開設検討時の混乱の

責任の問題は前回選考時に解決していること、野球部監督の契約に関す

る責任問題は現校長の責任問題とはいえないこと、定年を１年残しての

退任は中途半端であり、引継もなく新校長を配置するのは不安が大きい

こと、現場の意見を無視した人事は現場に混乱を招く恐れが大きいこと

などが挙げられていた。 

アンケートの回答として、現校長の再任をしない理由が不明確である

こと、生徒募集、部活動の支援、教育内容の見直しと改革等、失敗を指

摘しつつも、その実績を高く評価、建学の精神の理解・継承が途中であ

り外部からの人選は不安が大きいこと、高校の現場の声を法人経営に反

映してほしいことなどが記載されていた。 

(イ) そして、教職員組合からは、現校長を再任するにあたり、次期校長候

補者のＧ氏を１年間、指導監として配置し、引継を行ったのち、現校長

の定年退職後、Ｇ氏を校長として選任する案の提案がなされた。 

(ウ) 一方で、これら高校教職員の意見聴取結果を十分踏まえつつも、「総合

学園化」という第Ⅱ期中期計画の目標達成に必要な資質・能力・実績を

考慮し、委員会としては、次期校長候補者としてＧ氏を選出することと

なった。 

エ 同年１２月４日、常置委員会において、前記選考委員会の議を受けて、

選考の結果、Ｇ氏を校長候補者と決定した。 

オ 同月１５日、理事会（以下「１２月の理事会」という。）において、第４

号議案として、Ｇ氏を校長に選任する議案が提案された。 

同議案に関する執行部の準備した理事会資料として、「任期満了に伴う鎮

西学院高等学校校長の選任について」と題する書面が事前に配布されてい

た。 

また、同議案の審議にあたり、Ｐ理事から、同理事会の場で、教職員一
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同名義の教職員提出書面とＰＴＡ役員会名義の「重要な人事についてのお

願い」と題する書面が提出・配布され、選考委員会で複数候補者が出た場

合、１名に絞ることがおかしいなどの指摘があった。 

そして、Ａ氏からは、理事会配布資料に沿ってＧ氏の経歴、選出理由等

が説明された。 

また、出席者からは、選考委員会においてどのような議論があったのか

との質問がなされるなどした。 

Ａ氏からは、「（選考）委員会においては、高等学校教職員側が提出した

意見をどういう趣旨で持ってきたかについて話し合いを行ったが、出席の

（教職員）代表者の方から強硬な反対意見はなかった。」旨の説明がされる

などした。 

その後、決議が取られ、この議案は、賛成５票、反対７票、棄権１票で

否決された（令和５（２０２３）年１２月１５日理事会議事録）。 

カ 令和６（２０２４）年１月２２日、常置委員会において、校長選考につ

いて協議がされた。 

キ 同年２月１３日、校長選考について、委員であるＡ氏、Ｃ事務局長、Ｍ

副校長及びＮ教員の協議が行われた。 

その結果、Ｈ氏を定年まで１年間続投させ、残り２年間はＧ氏とする案

を検討することとなった。 

ク 同月１９日、校長選考について、委員であるＡ氏、Ｃ事務局長、Ｍ副校

長及びＮ教員の協議が行われた。 

高校教職員の意見や臨時幹部会の意見を踏まえ、Ｈ氏の定年後の残り２

年間は、改めて選考を行うことになった。 

ケ 同月２２日、常置委員会において、校長選考について、Ｈ氏を校長候補

者と決定した。 

コ 同月２９日、理事会において、第１号議案「任期満了に伴う鎮西学院高
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等学校校長の選考について」として、「次期校長候補者として、現校長のＨ

先生を推薦する。」とした。 

その上で、「ただし、上記候補者は２０２５年３月末をもって校長職の定

年になることから、残任期間の２年間（２０２５年度から２０２６年度ま

で）の校長候補者を改めて決定する必要が生じる。残任期間を務める校長

の候補者選考にあたっては、今般の選考過程における執行部の意向を十分

斟酌し、改めて決定することとする。」との附帯意見が付された（令和６（２

０２４）年２月２９日理事会資料）。 

この附帯意見については、Ｂ理事長から、決議する議案の中に含まれな

い旨の説明がなされた上で、決議が取られ、第１号議案は承認された（令

和６（２０２４）年２月２９日理事会議事録）。 

⑷ 法令規程等 

校長選考規程２条では、校長の選考はこの規程が定めるところにより理事

会が行うと定められ、同３条では、理事会は、校長の任期満了の場合などに

選考委員会を設けると定められている。同５条では、選考委員会は、理事長

が議長となり、理事会が指名する理事２名（校長を除く）及び高校職員会議

が選出する専任教員２名により構成すると定められている。 

そして、同７条１項では、「校長候補者の選考は、（選考）委員会の議を経

て、常置委員会で候補者を決定する。」と定められ、同条２項では、「（選考）

委員会は、校長候補者の選考に当たっては、事前に高校職員会議の意見を聴

取するものとする。」と定められている。 

⑸ 検討 

ア 校長選考規程の趣旨と執行部の対応の問題点等 

(ア) １２月の理事会で上程されたＧ氏を校長に選任する議案は、校長選考

規程に沿って理事会が選考委員会を設置し、選考委員会の議を経て、常

置委員会において候補者が決定されており、同規定に基づく手続が履践
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されている。 

(イ) そして、校長選考規程７条２項では、「事前に高校職員会議の意見を聴

取する」と規定されているところ、選考委員会は、Ｇ氏を校長候補者に

選出するに当たり、高校職員会議の場で直接意見を聴取する方法は取っ

ていないが、第１回選考委員会において高校教職員の意見の聴取は前回

と同様の方法で行うことを確認した上で、その後、高校教職員に対して

アンケートを実施し、第２回選考委員会においてアンケート書面を確認

した上で、候補者の選考を行っている。 

したがって、事前に高校教職員の意見の聴取自体は行われている。ま

た、アンケート書面によると、多様な意見が出ていることに鑑みると、

同項の手続自体は履践されていると評価できる。 

(ウ) しかし、第２回選考委員会において、高校教職員から提出されたアン

ケート書面及び高校教職員一同名義の高校教職員提出書面の内容からす

ると、執行部がＧ氏を推薦しているのに対し、高校教職員はこれに反対

してＨ氏を推薦しており、選考委員会内において、明らかに意見が対立

していることが確認できる。 

また、高校教職員の意見聴取を経た上で、第２回選考委員会において

Ｇ氏を校長候補者とすることが決定されているものの、当該議案が上程

された理事会では、Ｐ理事を通じて、再び高校教職員から高校教職員一

同名義の教職員提出書面が提出されるなどしており、意見の対立状況が

全く収まっていなかったことがうかがわれる。 

 監査報告書の指摘は、このような状況があったにもかかわらず、十分

な配慮がなされていないことの問題を指摘するものと思われる。 

(エ) ところで、校長選考規程７条２項が高校職員会議の意見を聴取すると

定める趣旨には様々なものが考えられるところ、単に校長候補者の選考

において現場の高校教職員の意見を聴取することだけではなく、選考委
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員会が高校教職員に選考方針を説明するなどし、高校教職員の理解を得

る機会を設けることにもあると思われる。 

 そして、前記の対立状況に鑑みると、理事会にＧ氏を校長に選任する

議案を上程するに当たっては、選考委員会から高校教職員に対し、Ｇ氏

を推薦した理由や教職員が不安を抱いている点などについて、改めて丁

寧に説明する場を設けるなどの一定の配慮を行うことが望ましかったと

いえる。 

(オ) したがって、校長選考過程では、校長選考規程に沿った手続が履践さ

れていたものの、前記のような意見対立状況からすると、選考委員会は、

選考理由について高校教職員に改めて理解を求めたり、高校教職員の不

安解消に努めたりするなどの対応をとることが望ましかった。 

イ １２月の理事会における校長選考に係る議案の説明等について 

(ア) １２月の理事会において、Ｇ氏を校長候補者として選任する議案の審

議にあたり、Ａ氏は、同理事会の出席者に対し、理事会配付資料に沿っ

て選任理由等を説明した。 

そして、Ａ氏は、同理事会の出席者に対し、選考委員会の経過を説明

するとともに、選考委員会の職員会議選出の委員からは、Ｇ氏を校長候

補者とすることに自分がみる限り強硬な反対意見がなかった旨の説明を

した。 

当委員会のヒアリングに対し、Ａ氏は、第２回選考委員会で候補者選

考の議決に至った経過について、「委員会では、教職員会議選出の委員と

も１時間以上議論し、建前上はＧ氏の選任に反対しているものの、本音

の部分では全面的にＨ氏の校長再任に賛成しているものではないとの感

触を得た。」、 「教職員会議選出の委員からは、今までの待遇や給与体系に

手を付けないのであれば、トップにはこだわらないという発言もあった。」

旨を陳述した。 
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 しかし、第２回選考委員会において提出された教職員提出書面には教

職員一同名義でＧ校長の選任に明確に反対する意見が記載されており、

また、アンケート書面には、Ｈ氏の続投を求める意見が記載されていた。 

さらに、理事会においても、Ｐ理事から改めて教職員一同名義の教職

員提出書面が提出、配布されており、Ａ氏の得た感触とは大きく異なる

状況が生じていた。 

 したがって、このような状況にあったにもかかわらず、Ａ氏が理事会

において、教職員提出書面等に触れずに、高校教職員に強硬な反対意見

はなかった旨を説明したことは、説明の正確性を欠いていたといわざる

を得ない。 

(イ) また、執行部は、１２月の理事会の第４号議案の事前配布資料として、

「任期満了に伴う鎮西学院高等学校校長の選任について」と題する書面

を配布していた。 

しかし、選考委員会の議事録、常置委員会の議事録、教職員提出書面、

アンケート書面などの資料は理事会の配布資料とはしていなかった。 

理事会が、正確な情報を得て客観的、多角的な検討をして適切な判断

をするためには、必要かつ十分な判断材料が、理事会に提供されるべき

である。 

特に、今回のように校長候補者の選考をめぐって執行部と高校教職員

との間で大きく意見が対立している状況があり、かつ、そのような状況

下で選考委員会、常置委員会を経て候補者が決定され、理事会に選任議

案が上程されたのであるから、その選考過程でどのような議論等が行わ

れたかが分かる資料は、できるだけ理事会に提供されるべきであったと

いえる。 

したがって、執行部が「任期満了に伴う鎮西学院高等学校校長の選任

について」と題する書面以外の資料を理事会に提供しなかったことは、
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不適切である。 

ウ ２月の理事会における第１号議案の附帯意見について 

(ア) Ｅ監事は、令和６年２月２９日に開催された２月の理事会の同日付け

意見書（校長選考過程に基づくもの）（添付資料５）において、執行部が、

２月の理事会の第１号議案に附帯意見（以下「当該附帯意見」という。）

を付けたことを問題視している。 

(イ) まず、当該附帯意見が、理事会の決議された議案の内容を構成し、拘

束力を有するかを検討するに、２月の理事会の第１号議案が上程された

際、議長であるＢ理事長から、当該附帯意見は決議の対象となる議案に

は含まれないことが説明された上で採決がされていることから、当該附

帯意見は、第１号議案の内容とはなっていない。 

したがって、当該附帯意見は、議案の内容ではなく、理事会の決議と

しての拘束力は有しない。 

(ウ) このように当該附帯意見は、拘束力を有しておらず、鎮西学院に影響

を及ぼすものではないが、念のため、当該附帯意見を付した議案の提出

方法の適否等についても検討する。 

鎮西学院の寄附行為や理事会規程等には、理事会の議案に附帯意見を

付けることに関する規程等はないが、一般的に、議案を提出する際に「附

帯意見」を付すこと自体が禁止されるものではないと解される。 

しかし、当該附帯意見には、「 (略) 残任期間を務める校長の候補者

選考にあたっては、今般の選考過程における執行部の意向を十分斟酌し、

改めて決定することとする。」との内容が記載されている。 

この内容からすると、現在の執行部が、将来の理事会に対し、校長選

考に当たって、「執行部の意向を十分斟酌」しなければならないという条

件を付しているかのような印象を与え得るものであり、事実上の拘束力

を生じさせ得る内容となっていることは否定できない。 
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次の校長選考に当たっては、飽くまでも、その時の選考委員会、常置

委員会及び理事会が、自由な判断のもと選考を行うべきである。 

したがって、執行部が、当該附帯意見を付したことは、適切とはいえ

ない。 

⑹ 結論 

選考委員会（執行部）は、校長選考過程において、高校教職員の意見聴取

等の手続を履践しているものの、選考に至る過程には、高校教職員に対する

配慮の足りない面があった。選考理由について高校教職員に説明を行い、高

校教職員の不安解消に努めたりするなどの対応を取ることが望ましかった。 

また、１２月の理事会における校長選考過程に関するＡ氏の説明及び執行

部の資料提供については、理事会が正確な情報を得て、多角的な検討をして適

切な判断をするために必要十分な情報を提供しておらず、不適切であった。 

なお、執行部が当該附帯意見を付したことは適切ではないが、このことは何

らかの影響を及ぼすものではない。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

鎮西学院は、監査報告書の指摘について、その後の理事会で結果的に高校

教職員の意見を尊重した校長候補者を決定したため解決済みであるとの回答

を行っている。 

鎮西学院内において大きな意見の対立があった中で、最終的には高校教職

員の意見を尊重して校長候補者を決定したものであり、一定の評価をし得る。 

 しかし、結果的に高校教職員の意見を尊重したことで問題が解決したとい

うものではなく、前記の選考過程の問題点を踏まえ、校長等の候補者の選考

においては、説明、不安解消などに努め、相互理解を深め、より良い選考方

法の検討を行うべきである。 

一方で、校長候補者の選考において、高校教職員の現場の意見が重要な要

素の１つであることはもちろんであるが、校長選考規程上、高校教職員の同
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意が必要というものではなく、かつ、高校教職員の意見を当然に尊重すべき、

ひいては従うべきというものでもない。飽くまでも、学校法人のガバナンス

の観点から、理事会が、正確な情報の提供を受けた上で、多角的な視点から

の検討を行うという観点が重要であり、この点には注意が必要である。 

多くの理事が指摘したところであるが、今回の校長候補者の選考をめぐる

意見対立の根底には、執行部と高校教職員との間のコミュニケーション不足、

法人本部及び大学教職員と高校教職員との間の対立、コミュニケーション不

足があると思われる。 

当委員会としては、今後の校長をはじめとした候補者の選考においては、

提案者からの推薦理由等について丁寧な説明を前提とした上で、双方向型（ア

ンケートのような一方向型ではない）の意見聴取の実施など、より相互理解

を深める方策を検討することが、円滑な学院運営に資するのではないかと考

える。 

６ 「７ 学部長選挙における投票用紙へのナンバリング」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書の前提となる令和６（２０２４）年２月２９日付け「意見書（学

部長選挙に関するもの）」(添付資料６)は、同年１月３１日に開票された鎮西

学院大学総合社会学部長選挙（以下「学部長選挙」という。）を実施するに当

たり、同月２５日頃投票者に配布された投票用紙に番号が書かれていたこと

が選挙の公正を著しく損なうものであり、無記名投票による選挙を定める規

定の趣旨に反するなどと指摘する。 

また、監査報告書においては、同年３月２８日に開催された３月の理事会

におけるＣ事務局長の説明が、Ｅ監事の説明に意図的に答えておらず監査妨

害の一例であること、本件ナンバリングは必要性、妥当性が認められず、学

部長選挙に及ぼした影響は大きいといえること等の指摘をしている。 

⑵ 鎮西学院の意見 
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ア 監査報告書は、学部長選挙の方法が不適切であることは全てＣ事務局長

の責任としているが、学部長選挙は、本来、教員組織で運営されるべきも

のであって、事務局は飽くまでも運営補助を行ってきたにすぎない。 

イ 投票用紙のナンバリングは、平成２５（２０１３）年度の第６回学部長

選挙時から行っており、これまでに今回のような指摘はなされてこなかっ

た。 

ウ Ｃ事務局長が、Ｅ監事からの質問に意図的に回答していないとする点に

ついては、質問事項として認識していなかったために回答しなかったもの

であり、その後、Ｅ監事から改めての確認はなされていない。 

⑶ 事実認定等 

当委員会は、関係者に対するヒアリングのほか、鎮西学院本部において、

学部長選挙の投票用紙原本等の資料を直接確認するなどの調査を行った。 

これらの調査の結果、認定した事実は、以下のとおりである。 

ア 令和６（２０２４）年１月３１日開票の学部長選挙の投票用紙について 

(ア) 令和６（２０２４）年１月３１日開票の選挙（以下「令和６年選挙」

という。）の投票用紙について、１回目の投票用紙の表面には「１」と投

票の回数を示す同一の数字が印字されていた。 

一方、投票用紙の左下部分の一部が切断されており、裏面にあったと

される手書きのナンバリングは確認できなかった。 
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以下の画像は、令和６年選挙１回目の投票用紙の一例である（当委員

会において一部マスキング）。 

      

(イ) ２回目及び３回目の投票用紙には、「２」及び「３」と投票の回数を示

す同一の数字が印字されていた。裏面には、何ら記載はなく、また、１

回目の投票用紙と異なり、切り取られた部分はなかった。 

(ウ) 前記第１の５⑷記載のとおり、当委員会は、Ｅ監事より、投票用紙画

像データの提供を受けた。 

当委員会は、この投票用紙画像データにより、令和６年選挙の１回目

投票用紙の裏面右下（上記画像の切り取られた部分）に、黒色の手書で

番号の記載のあったことを確認した。 

イ 令和６年選挙以前の投票用紙について 

 当委員会において、保存されていた過去の学部長選挙の投票用紙につい
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ても調査したところ、平成２６（２０１４）年１月２２日開票の学部長選

挙以降、表面にそれぞれ連続する数字（連番）のナンバリング（以下単に

「ナンバリング」と記載するものは、連続する数字（連番）が記載された

ものを指す。）がなされていた。 

具体的には、平成２６（２０１４）年１月２２日開票のもの、平成２７

（２０１５）年１２月２４日開票のもの、平成３０（２０１８）年１月２

４日開票のもの、平成３１（２０１９）年１月３１日開票のもの、令和３

（２０２１）年１月２６日開票のもののいずれの投票用紙にもナンバリン

グが行われていた（ただし、令和３（２０２１）年１月２６日開票のもの

については、１回目の投票用紙のみナンバリング）。 
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以下の画像は、その一例であり、右下の印字がナンバリングである（当

委員会において一部マスキング）。 

       

ウ 投票用紙のナンバリング等の経緯 

(ア) 学部長選挙に関する事務については、総務課企画係に所属するＱ氏が

平成２１（２００９）年から担当している。 

そして、平成２６（２０１４）年１月２２日開票の学部長選挙から、

Ｑ氏において、投票用紙にナンバリングをするようになった。 

この点について、令和６（２０２４）年３月２８日に開催された３月

の理事会に提出されたＣ事務局長による「『意見書（学部長選挙に関する

もの）令和６年２月２９日』に基づく報告」（以下「Ｃ事務局長報告書」

という。）は、当時、大学事務局長兼教育企画課長であり、Ｑ氏の上司で

あったＣ事務局長の決定、指示によってナンバリングが行われるように

なったとしている。 
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(イ) Ｑ氏は、平成２６（２０１４）年１月２２日開票の学部長選挙からナ

ンバリングを行うようになった理由について、当時は、特定の投票日に

教員が参集して投票を行っていたところ、その場で投票する人が何名い

るかを数えた上で、素早くその人数分の枚数の投票用紙を手に取って渡

す際に便宜であったためである旨陳述した。 

 その後、投票方法は変更されたが、ナンバリング自体は継続して行わ

れ、令和６年選挙の際にも、投票用紙の裏面の右下にボールペンで手書

きする方法でナンバリングが行われた。 

エ ナンバリングに関する指摘等について 

令和６年選挙の投票期間中、ある教員からＣ事務局長に対し、投票用紙

にナンバリングがなされている旨の指摘がされた。 

これを受けて、Ｃ事務局長が、Ｑ氏に確認したところ、Ｑ氏は、Ｃ事務

局長に対し、前記理由でナンバリングをしていることや令和６年選挙以前

からナンバリングをしていることを説明するとともに、ナンバリングをし

ていない投票用紙の配り直しを提案したものの、投票用紙の配り直し等は

行われず、令和６年選挙は、この投票用紙により開票がなされた。 

令和６年選挙の１回目の投票においては、棄権者数が７であった。 

オ Ｃ事務局長報告書について 

令和６年２月２９日に開催された２月の理事会において、Ｅ監事より、

「意見書（学部長選挙に関するもの）」(添付資料６)が提出された。 

これを受けて、同年３月２８日に開催された３月の理事会において、Ｃ

事務局長報告書を基に令和６年選挙のナンバリングについて説明が行わ

れた。 

 Ｃ事務局長報告書には、令和６年選挙において、投票用紙にナンバリン

グを行った理由として、「規程上、１回目の開票結果によっては、２回目、

３回目を実施する可能性があり、事前に投票用紙を３回準備しておかなけ
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ればなりません。投票用紙の配布時、開票時、その選挙の議事録を作成す

る上で、どの回の投票用紙なのかを見分ける目的で、色付きで数字を記載

していました。」などの記載がある。 

カ 令和６年選挙１回目の投票用紙の切り取りについて 

 Ｑ氏は、ある教員から「投票用紙にナンバリングがされていたので、そ

の部分を切って投票した。」旨の申告を受けた。 

 実際、ナンバリング部分が切り取られた投票用紙が１枚あることを確認

したＱ氏は、切り取られた投票用紙が１枚のみ存在すると逆に当該投票用

紙の投票者が特定されると考えた。 

 このため、Ｑ氏は、投票者の特定を避ける目的で、令和６年選挙の終了

後、全ての１回目の投票用紙のナンバリング部分を、同じように切り取っ

た。 

 Ｑ氏は、切り取る際、上司であるＣ事務局長やＤ課長に相談等はせず、

独断で切り取った。 

⑷ 法令規程等 

 鎮西学院大学現代社会学部学部長選考規程（以下「学部長選考規程」とい

う。）は、３条において、「学長は、次の各号の１に該当する場合、現代社会

学部に所属する専任教授のうちから学部長を教授会において選挙により選出

する。」と規定しており、学部長は、教授会の選挙によって選出することとさ

れている。 

また、学部長選考規程７条１項は、「選挙は、単記無記名投票により行い、

選挙有資格者の３分の２以上の投票をもって成立する。」と規定している。 

⑸ 検討 

ア 投票用紙のナンバリングについて 

(ア) 前記のとおり、令和６年選挙において、投票用紙の裏面にナンバリン

グが行われた事実は認められる。 
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そして、学部長選考規程７条１項は、「選挙は、単記無記名投票により

行い」と規定している。学部長という役職者を選出する選挙であるとの

性質上、誰が誰に投票したかが分かってしまう場合、その後の人間関係

等を考えるなどして、投票者が意中の者への投票を躊躇する可能性が生

じ得る。このため、学部長選挙における投票の秘密を保障する趣旨で、

このように規定されているものと解される。 

 その上で、投票用紙のナンバリングは、配布方法等によってはナンバ

リングによって投票用紙の記入者が誰かを特定することが可能となるた

め、投票者に、自らの投票内容が外部に漏れてしまうのではないかとの

危惧を抱かせるものである。 

よって、投票用紙のナンバリングは、単記無記名投票によって行うと

された学部長選考規程の趣旨に反することが明らかであり、著しく不適

切といわざるを得ない。 

(イ) もっとも、投票用紙のナンバリングは、令和６年選挙が初めてではな

く、同様のナンバリング自体は、１０年前の学部長選挙から継続して行

われていた。にもかかわらず、令和６年選挙まで、投票者である教員ら

からクレーム等が寄せられたことはない。 

また、実際に選挙事務を行い、投票用紙のナンバリングの作業を行っ

ていたＱ氏によるナンバリングの理由に関する説明には一定の合理性が

認められる。特に、長年にわたって継続して行われていた状況に鑑みる

と、ナンバリングは、事務手続の上で便宜であるとともに、教員らから

クレーム等が寄せられることもなかったため、単にこれまでの選挙事務

の方法が踏襲されていただけにすぎないとの事情がうかがえる。 

さらに、当委員会は、関係者のヒアリングのほか、投票用紙原本及び

学部長選挙に関して作成された各起案文書の調査など一連の調査を行っ

たが、Ｑ氏及びＣ事務局長以下の事務局が、ナンバリングによって投票
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者を特定しようとしていたことを示す証拠は、不見当であった。 

よって、Ｑ氏及びＣ事務局長以下の事務局が、ナンバリングによって、

学部長選挙における投票の秘密を侵害しようとしていた事実は認められ

ない。 

(ウ) また、学部長選挙の主体は、学部長選考規程にあるとおり、教授会で

ある。 

Ｑ氏ら事務局は、選挙事務を担っていたにすぎない。 

前記のとおり投票用紙のナンバリングは著しく不適切ではあるが、教

授会が１０年にわたってナンバリングを問題視することがなかったにも

かかわらず、令和６年選挙になって一部の教員が突如として疑問を呈し

たという経緯も含め、不適切なナンバリングの責めを事務局にのみ問う

ことは適当ではないと考える。 

(エ) 次に、投票用紙のナンバリングによる学部長選挙に対する影響につい

て検討するに、令和６年選挙の１回目の投票では、棄権者数が７であっ

た。 

選挙有資格者の総数が２９名であることに鑑みると、７という棄権者

数は少ない数ではない。また、学部長選挙におけるアンケート結果から、

１回目の投票の棄権者の中に、投票用紙のナンバリングを理由に棄権し

た者が少なくとも複数名いたことがうかがえる。実際、投票用紙のナン

バリングのなかった２回目及び３回目の投票においては、出席者２７名

全員が投票して棄権者がいなかったことにも鑑みれば、１回目の投票用

紙のナンバリングが、学部長選挙に与えた影響が皆無であるとはいえな

い。 

 もっとも、投票用紙のナンバリング自体が長年にわたって継続的に行

われており今回も同様の方法で行われたにすぎないこと、令和６年選挙

においては投票者である教員らからナンバリングについての指摘はあっ
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たものの選挙のやり直し等を求められたことはなかったこと、ナンバリ

ングのない投票用紙を用いて２回目及び３回目の投票がなされた上で、

新学部長が選出されたことなどに鑑みると、投票用紙のナンバリングが

学部長選挙の選挙結果に及ぼした影響が大きいとまではいえない。 

(オ) なお、令和６年選挙の１回目の投票用紙の一部をＱ氏が切り取った点

について、Ｑ氏の説明内容などを総合的に検討すると、Ｑ氏ら事務局が

何らかの隠蔽の意図を持ってこれを行ったものとは認められない。 

しかしながら、実際に学部長選挙で使用された投票用紙を保管する業

務を担っている一職員が、上司らに何の相談もすることなく独断で保管

している投票用紙の一部を切り取るといった行為に及んだことからは、

事務局の選挙事務の重要性に対する理解が不十分であることが看取でき

る。 

イ Ｃ事務局長の令和６（２０２４）年３月２８日の理事会での説明につい

て 

(ア) Ｃ事務局長は、前記理事会で配付資料とされたＣ事務局長報告書の中

で、「２０１３年度に実施された第６回学部長選挙よりナンバリングを行

っていた」旨を記載して報告している。 

ヒアリングにおいてこの「ナンバリング」とは具体的に何を意味する

のかを確認したところ、Ｃ事務局長は、投票用紙１枚１枚に連続した、

異なった数字を記載することを意味する旨を説明した。 

また、Ｃ事務局長報告書に引用された教授会でのやりとりをみると、

Ｒ准教授が、「配られた投票用紙に番号が振られており、開票後に誰が誰

に投票したのか分かってしまうような状況になっていた。ご説明いただ

きたい。」と述べたのに対し、Ｃ事務局長が「投票用紙に数字を振ってい

たのは、単なる事務作業上の便宜上のもので、これを以て特定の個人が

紐付けされているわけではまったくない。そこは信頼していただきたい。」
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と、連続した異なった数字（連番）を記載することを前提にしたと思わ

れる回答をしている。 

にもかかわらず、Ｃ事務局長は、Ｃ事務局長報告書のうち、 「投票用紙

にナンバリングを行った目的」として記載されている部分においては、

連番についての説明はしておらず、何回目の投票かが分かるように印字

されていた同一の数字（１回目の投票用紙全てに印字されていた「１」、

２回目の投票用紙全てに印字されていた「２」、３回目の投票用紙全てに

印字されていた「３」）についての説明しかしていない。 

 このような齟齬の理由について、当委員会は、Ｃ事務局長に説明を求

めたが、合理的な回答はなされなかった。 

以上を踏まえると、Ｃ事務局長報告書に基づく３月の理事会でのＣ事

務局長の説明には、不十分、不誠実な面があったことは否定できない。 

この点で、Ｃ事務局長は、Ｅ監事の指摘した問題に答えていないと評価

されても仕方のないものといえる。しかし、積極的に隠蔽等をしていると

までは評価できない上、監事は、かかるＣ事務局長の回答に疑義があるの

であれば、監査権をもって改めてＣ事務局長ら関係者に対する聞き取り

や、投票用紙の確認等の事実確認等を行い、監査業務を遂行することがで

きる。 

よって、Ｃ事務局長の理事会に対する不十分な説明をもって、監査妨害

に当たるとまでは評価できない。 

⑹ 結論 

 投票用紙のナンバリングは、投票者に、投票の秘密が守られていないので

はないかとの疑念を抱かせるものであり、著しく不適切である。 

 しかしながら、ナンバリングが、事務局等によって令和６年選挙における

投票者の投票行動を探知するために行ったものとは認定できない。また、学

部長選挙の主体は教授会であること、その教授会が事務局による１０年にわ
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たる投票用紙のナンバリングを問題視することはなかったことなどを踏まえ

ると、ナンバリングの責任が、事務局のみにあるとするのは妥当ではない。 

また、Ｃ事務局長の理事会での説明は、不十分ではあるものの、これをも

って監査妨害とまでは評価できない。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

執行部及び事務局は、投票用紙のナンバリングに重大な問題があることを

是認した上で、今後は、投票用紙のナンバリングは行わないとしている。 

また、鎮西学院では、今回の投票用紙のナンバリングを踏まえて、「学部長

選挙におけるアンケート」を実施し、投票者である教員の意見等を確認して

いる。 

 その上で、学部長選挙のあり方の見直しを、令和６年度の事業計画に明示

し、鎮西学院大学に「学部長選挙のあり方検討委員会」を設置して、各学科

より委員を選出し、検討を始めているとのことでもある。 

 当委員会としても、学部長選挙の主体が教授会、教員であることに鑑みて、

教員らがより主体性を持って選挙のあり方を検討した上で、その検討結果に

基づいて選挙を実施すべきと考えている。 

この観点から、鎮西学院の取組は、評価できるものと考える。 

７ 「８ 法人事務局長の地位・権限等の問題」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書は、①法人事務局長は、法人全般の事務を統括し、多くの理事

選考にも関与するなど広範な権限を有するが、理事としての任期がなく、事

務局長としての任期もないため、一旦選任されると定年までその地位に留ま

ることが可能であり、その地位は強固である。そして、この強固な地位は自

らの権限を利用して築いたものとみることができる。②法人事務局長の広範

かつ強大な権限と強固な地位の形成を許していることが、監査報告書で挙げ

たような恣意的で不適切な事務処理を行うことを招いている。早急に権限の
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分掌と任期の定めを設けることが検討されるべきと指摘している。 

⑵ 鎮西学院の意見 

鎮西学院の意見は、以下のとおりである。 

ア 監査報告書の指摘は、事務局長選考規程の制定に関わったＣ事務局長自

身が意図的に行ったものであるとのことだが、全くの事実無根である。 

イ 法人事務局長という役職に任期を設けないのは、一般的なこととして、

事務局長選考規程案を検討した常置委員会の共通認識だったこと、理事と

しての任期を設けなかったことはそれ以前の寄附行為の規程をそのまま

継承しており、事務局長選考規程の制定当時の理事会で、特段の議論はさ

れていない。 

なお、そのほかに、本件に関する調査は、当事者であるＣ事務局長にのみ

Ｅメールで行われただけであると認識しており、十分な調査も行われないま

ま、憶測により個人を攻撃するような内容を、公表を前提とする監査報告書

に記載することは甚だ不適切な行為ではないか旨の意見も述べられているが、

Ｅ監事の監査方法についての検討は、後記第４のとおりである。 

⑶ 法令規程等 

ア 法人事務局長 

(ア) 法人事務局長の理事としての地位・任期等 

私立学校法３１条１項５号では、理事の任期は寄附行為で定めるとさ

れているが、理事の任期を直接定める規定はない。 

なお、改正私立学校法では、理事の任期は寄附行為で定めるものとし、

その期間は、４年以内とする規定が設けられた（改正法３２条 1 項）。 

寄附行為６条１項６号では、法人事務局長（鎮西学院事務局長・以下

「法人事務局長」という。）は、理事とされている。 

そして、寄附行為８条１項本文では、理事を含む役員の任期は３年と

定められているが、同項但書きでは、法人事務局長は、鎮西学院学院長、
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鎮西学院大学長、鎮西学院高等学校長、認定こども園鎮西学院幼稚園長

らと共に、役員（理事）の任期は、適用除外となっている。 

(イ) 法人事務局長の選考・選任、任期等 

法人事務局長は、事務局長選考規程（平成３１（２０１９）年４月１

日施行）に基づき選考され、同７条により常置委員会で候補者と決定さ

れ、同８条により理事会で選任されるが、任期は定められていない（な

お、事務局長選考規程３条には、選考委員会の設置は、事務局長の定年

退職、事務局長の辞任を理事会が承認したとき、その他事務局長が欠員

となったときと定められている。）。 

他方で、鎮西学院長は、寄附行為１６条３項で任期３年と定められ、

鎮西学院大学長は学長選考規程９条で任期が４年と定められ、鎮西学院

高等学校長及び認定こども園鎮西学院幼稚園長らは、鎮西学院高等学校

長選考規程９条、鎮西学院幼稚園長選考規程９条で３年の任期が定めら

れている。 

(ウ) 法人事務局長の評議員としての地位・任期関係 

法人事務局長は、寄附行為２５条１項９号により評議員でもあり、同

２７条でその任期は３年と定められている。 

イ 大学事務局長の地位 

大学事務局長は、組織規程１３条８項により、学長の指示を受けて、大

学の事務を総括し、所属職員を監督すると定められている。 

大学事務局長は、鎮西学院大学事務局長、鎮西学院高等学校事務長及び

鎮西学院幼稚園事務長選考規程により選考され、同７条により常置委員会

で候補者と決定され、同８条により理事会で選任される。 

ウ 兼任 

法人事務局長は、鎮西学院事務局長選考規程９条により、大学事務局長、

高校事務長又は幼稚園事務長を兼務することができると定められている。 
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エ 組織 

(ア) 鎮西学院の組織（前記第２の１の組織図参照）としては、理事会、そ

の下部組織として、学院運営協議会、常置委員会が置かれている。 

(イ) 学院本部、大学、高等学校、幼稚園が設置され、学院本部には、法人

の事務並びに学院全般にわたる事務を統括するため、本部事務局が置か

れている（鎮西学院組織規程２条）。 

(ウ) 本部事務局は、総務課、経理課、管財課、広報課で構成され（同９条

１項）、所属長として事務局長が置かれ（同５条２項）、事務局長は、理

事長及び学院長の指示を受けて、学校法人の事務及び学院全般の事務を

統括し、本部事務局の所属職員を監督するものと定められている（同７

条）。 

なお、事務組織における分掌事項（組織規定６条）については、鎮西

学院事務分掌規程において各課ごとに定められている。 

(エ) 大学には、事務局が置かれ、入試広報課、総務課、会計課、教務学生

課、留学生センター、大村サテライトキャンパス事務局が置かれている

（同１３条１項）。 

オ 各種委員会等（主なもの） 

法人事務局長は、常勤理事として、学院運営協議会及び常置委員会の構

成員になっており（学校法人鎮西学院運営協議会規程２条⑴、学校法人鎮

西学院常置委員会規程２条⑴）、さらに、大学事務局長、高校事務長、幼稚

園事務長の候補者を決定する常置委員会の構成員になっている（鎮西学院

大学事務局長、鎮西学院高等学校事務長及び鎮西学院幼稚園事務長選考規

程５条）。 

そして、法人事務局長は、学院長、高校校長、幼稚園長選考において、

候補者を決定する常置委員会の委員として選考に関与するが、選考委員会

の構成員として関与することもある。 
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⑷ 事実認定等 

ア 法人事務局長選考規程の制定時の検討状況等 

平成３０（２０１８）年１２月の評議員会において、鎮西学院事務局長

（法人事務局長）選考規程の制定の同意がなされ、同日の理事会で、同規

程の制定が承認された。 

当該評議員会及び理事会の議事録を確認すると、評議委員会の議事録に

は、諮問事項第１号議案の寄附行為施行細則の一部改正とともに、鎮西学

院学院長選考規程、鎮西学院高等学校校長選考規程、鎮西学院幼稚園園長

選考規程、法人事務局長選考規程、鎮西学院大学事務局長、鎮西学院高等

学校事務長及び鎮西学院幼稚園事務長選考規程が諮問され、これらの規程

は、「常置委員会及び学院運営協議会で検討して作成した」こと、鎮西学院

事務局長選考規程については、「任期は設けていないので、選考の時期とし

ては定年退職・辞任・欠員の時となる。選考委員会は、事務局長を除く常

勤理事で構成される。選任についての条文で、予め評議員会の意見を聴取

することを規定している。兼務に関する条文で、学院事務局長は大学事務

局長、高校事務長、又は幼稚園事務長を兼務することができるとしている。」

旨の説明がされ、意見・質問の聴取がされた上で、評議委員会の同意がさ

れた旨の記載がある。 

同じく理事会においては、寄附行為施行細則の一部改正は理事会の承認

を得た旨の記載がある。 

このように議事録から、法人事務局長に任期を設けないことが明確に説

明されていることが確認できるが、その際、法人事務局長の役職の任期に

ついて、また、法人事務局長の理事としての任期等についても、特段の質

問、意見は出されていない。 

イ Ｅ監事とＣ事務局長との間の法人事務局長の選考規程制定に係る質問

と回答のＥメールやりとり等 
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Ｅ監事とＣ事務局長との間では、令和６（２０２４）年４月２６日から

５月１６日にかけて、Ｅメールで（全理事及び監事に同送）、数回のやりと

りがされている。 

Ｅ監事からは、理事の中で唯一事務局長に任期がない理由、過去の理事

会等で審議あるいは協議されたか否か、事務局長の任期を設けることにつ

いてどのように考えるか、任期を設ける議案の上程予定はあるかなどの質

問がされ、Ｃ事務局長からは、定年退職の任期があること、法人事務局長

選考規程は高校校長、幼稚園園長の選考規程と共に２０１８年度の理事会

で制定され、その際に特に議論がなかったこと、常置委員会で校長から任

期を設けることを検討することについて意見が出ていること、令和７年度

施行の改正私立学校法への対応として、理事の選任、任期を見直す議案が

上程予定であることなどが回答されている。 

その後、Ｅ監事からは、選考規程の議案資料の作成者がＣ事務局長であ

ったが、当時規定案を作成した際になぜ任期を設けなかったのかなどの質

問がされ、Ｃ事務局長からは、かかる質問についてこれ以上答えるべき立

場にはないこと、規程そのものは理事会決議で作られており、事務局長の

一存で作られたものではないなどの回答がされている。 

最終的に、Ｅ監事からは、Ｃ事務局長に対し、「事務局長選考規程（案）

に３年の任期を定めなかったことについて、理由の説明を拒絶したものと

して扱わせていただきます」との通知がなされている。 

ウ Ｃ事務局長の職務等 

Ｃ事務局長は、平成２５年（２０１３）年４月１日に大学事務局長に就

任し、平成３０（２０１８）年４月１日から法人事務局長を務め、法人事

務局長が大学事務局長を兼任している。 

そして、学院運営協議会及び常置委員会の構成員になっているほか、令

和５（２０２３）年１１月に行われた鎮西学院高校の校長選考では、理事
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として選考委員にもなっている。 

また、鎮西学院の現在の執行部（理事長、学院長及び事務局長）の中で

唯一、学院内に常駐している。 

⑸ 検討 

ア 役職の設置・任期（役職・理事）等 

学校法人において、事務局長という地位（役職）を設け、任期を設ける

のかどうか、その地位にどのような権限を与えるか、事務局長を理事とす

るのか、理事の任期をどう定めるか等は、基本的に自治の範囲内の事柄で

あり、学校法人が決定すべき事柄である。 

イ 法人事務局長選考規程の制定過程 

(ア) 鎮西学院には、法人事務局長の選考について法人事務局長選考規程が

制定されているが、その制定の過程は、常置委員会及び学院運営協議会

で検討された上で、評議員会で同意され、理事会で承認されており、制

定過程に特段の問題は認められない。 

(イ) 当委員会のヒアリングに対して、制定当時の評議員会、理事会に参加

した理事の一人からは、「法人事務局長の任期については、校長と園長は

文科省から指示があって任期が設けられたが、事務局長はそのような指

示がなかったので任期を設けなかっただけであったと認識している。」旨

の陳述があり、他の理事からは、「法人事務局長の任期又は理事としての

任期について、特に意見や異論は出なかった。」旨の陳述があった。 

(ウ) 監査報告書では、法人事務局長の強固な地位は自らの権限を利用して

築いたものとみることができるなどと指摘がされている。 

この点、前記のＥ監事とＣ事務局長とのＥメールのやりとり（前記第

３の７⑷イ）からは、Ｅ監事の質問に対してＣ事務局長が一定の回答を

しているものの、他の事項に関するＥメールのやりとりと同様に、質問

と回答がかみ合っていないものなどがあったことが確認できる。 
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また、鎮西学院は、法人事務局長に役職の任期及び理事の任期がない

ことについて、「法人事務局長という役職に任期を設けないのは一般的な

こととして、事務局長選考規程案を検討した常置委員会の共通認識だっ

たこと、理事としての任期を設けなかったことは、それ以前の寄附行為

の規程をそのまま継承した」などと説明をしているが、Ｃ事務局長は、

Ｅ監事に対してはこのような説明をしていないことも確認できる。 

 しかし、Ｅ監事とＣ事務局長との前記Ｅメールのやりとりを踏まえて

も、Ｃ事務局長が法人事務局長選考規程の制定時に当該議案資料の作成

者であったこと、Ｃ事務局長がＥ監事に対して当委員会にした説明と同

内容の説明をしていないこと以外は、Ｃ事務局長が、自らの権限を利用

してその地位を築いたという指摘を基礎づける具体的な事実は確認でき

ない。 

(エ) また、法人事務局長選考規程は、評議員会及び理事会でも、法人事務

局長には任期がないことが明示的に説明された上で、審議・承認等がさ

れているのであって、このような審議経過からも、Ｃ事務局長が、自ら

の権限を利用して当該規程を制定し、地位や権限を築いたものとはいえ

ない。 

ウ 法人事務局長の地位・権限 

(ア) 規程上、法人事務局長は、事務局のトップであり、学長の指示を受け

て、大学の事務を総括し、所属職員を監督する地位にあることから、大

きな権限があることは明らかであり、その範囲も広い。 

また、法人事務局長であるＣ事務局長は、大学事務局長を兼任してい

るため、より権限があり、その範囲は更に広くなっている。 

加えて、鎮西学院においては、現状、Ｂ理事長及び学院長兼学長のＡ

氏が学院内に常駐しておらず、副院長も置かれていないことから、執行

部内において法人事務局長の担う役割が大きくなっているといわざるを
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得ない。 

これらの点については、監査報告書の指摘するとおりである。 

(イ) 当委員会のヒアリングに対して、理事らからは、「事務局長に権限が集

中しているとは思わないが、むしろ高校校長への権限集中の方が問題で

ある。」との指摘、「任期がないのは宗教主事（役職）も同じである。」と

の指摘（ただし、理事の任期の適用はある）、「事務局長に任期を設けて

の交代は想定できない。」との指摘、「文科省との対応など、事務局長は、

余人をもって代え難い。」との指摘などがあった。 

一方で、理事らから、 「事務局長が校長、園長選考などの人事に関わる

のに辞めさせられるリスクがないことが問題である。」との指摘、「理事

会の場で、Ｂ理事長やＡ氏が初めて話を聞いたという感じになる場面が

多くあり、Ｃ事務局長への権限集中を感じる。」との指摘、「各種委員会

の委員長人事が、委員の互選ではなくいつの間にか決まっている状況が

ある。」との指摘、「理事から、兼任で業務過多なら大学事務局長を別に

置くよう意見が出ている。」との指摘、「Ｃ事務局長が、文科省の対応も

全部一人で行っていると聞いており、チームを作って仕事をする仕組み

がない。」との指摘、「Ｃ事務局長の意向が学院長に伝わって、命令とし

て出てくると、みんなが言っている。」との指摘、「長たる者の人事は全

て任期を設けるべきである。」との指摘、「学院運営においてＣ事務局長

がいないと成り立たないのは事実であるが、権限があるので任期は設け

た方が良い。」との指摘などもあった。 

エ 監査報告書が指摘する権限・地位と不適切な事務処理等との関連性 

監査報告書では、法人事務局長の広範かつ強大な権限と強固な地位の形

成を許していることが、監査報告書で挙げたような恣意的で不適切な事務

処理を招いていると指摘されている。 

確かに監査報告書の指摘するとおり、Ｃ事務局長に事務局内の権限が集
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中していること、執行部内においても担う役割が大きくなっていること、

これまでに認定したとおり一定の不適切な事務処理があったことが認め

られるとともに、理事らの間でも、Ｃ事務局長に対しては様々な意見があ

る。 

しかし、前記第３の３⑹のとおり、Ｃ事務局長が、その権限等を背景に

Ｄ課長に本件録音データの削除を指示したなどといった事実は認定でき

ず、上記不適切な事務処理と、法人事務局長の権限や地位とを、具体的か

つ直接的に関連付けるような事実、根拠等は確認できない。 

⑹ 結論 

法人事務局長に任期を設けるか否か、権限分掌をどうするかなどについて

は、学校法人の自治の範囲に属する事柄であり、現在の規程（寄附行為にお

いて役員の任期が適用除外になっていること、事務局長選考規程で事務局長

の役職には定年退職や辞任以外の任期が設けられていないこと）が、それ自

体として不適切であるとはいえない。 

そして、監査報告書の指摘する、法人事務局長が自らの権限を利用して強

固な地位を築いたこと、法人事務局長の権限や地位が不適切な事務処理を招

いていることなどを基礎づける、具体的な事実関係は確認されなかった。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

ア 鎮西学院は、監査報告書の指摘を受け、以下の対応を検討中とのことで

ある。 

(ア) 法人事務局長の任期については、改正私立学校法の施行に伴う寄附行

為の変更に併せ、令和６（２０２４）年度内に見直しを行う予定である。

寄附行為の変更では、理事の任期は全て４年に統一されるとともに、代

表業務執行理事、業務執行理事を置くこととしており、法人事務局長は、

業務執行理事の一人とする予定である。 

(イ) Ｃ事務局長は、法人事務局長と大学事務局長とを兼務しており、業務
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量や権限が許容できる範囲を超えていることは理事会でも指摘されてい

たため、現在、法人事務局長と大学事務局長とを分け、適切な役割分担

と権限の委譲を行うよう、事務局体制の見直しを計画中である。 

イ 前記のとおり、法人事務局長（役職）の任期、兼任、権限分掌等につい

ては飽くまでも自治の問題ではあるものの、当委員会としては、私立学校

法の改正により役員の任期の規定が設けられること、事務局長選考規程の

制定時に任期について特段の議論がなされていないこと、寄附行為におい

て理事の任期が適用除外となっている他の理事には役職についての任期

があること、ヒアリング結果でも複数の理事から事務局長への権限の集中

についての意見又は指摘が寄せられていること等からすると、改めて理事

会等の場で、議論・検討をすることが望ましいと考える。 

また、これに限らず、改正私立学校法は多くの改正を伴うことから、各

規定の整合性も含め、改めて抜本的な検討をすることが望まれる。 

更に付言するに、私立学校法の改正趣旨である学校法人のガバナンス強

化の観点も踏まえ、前記第３の１⑺イにおいて提言を行った学院長兼学長

のＡ氏に今後どのような勤務を求めるのかという点も併せて議論するこ

とが望まれる。 

８ 「９ 理事会の運営に関する問題等」について 

⑴ 監査報告書の指摘 

監査報告書は、以下の内容を指摘する。 

ア 理事会の議長であるＢ理事長は、令和６（２０２４）年２月２９日に開

催された２月の理事会の際、少なくとも１０分は継続したＡ氏の人格否定

発言等を制止せずに放置した。 

同じく、同年３月２８日に開催された３月の理事会の際、Ｉ最高顧問か

ら発言を求められてこれを許し、その後、Ｉ最高顧問が約３０分にわたり、

審議事項や法人の運営に直接関係のない発言を行ったにもかかわらず、こ
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れを制止せずに放置した。このＩ最高顧問の発言中に、一部の理事が、時

間の都合が理由と思われる退席をした。 

 このような理事長による理事会の議事運営のため、理事会における萎縮

又は審議の敬遠が懸念され、また、審議に理事が加わることができなかっ

たという支障が生じている。 

イ Ｉ最高顧問を理事に選任する議案が同年５月２４日の理事会で審議さ

れる予定であるが、この審議において、Ｂ理事長は、Ｉ最高顧問が主要株

主であり代表取締役を務める株式会社の取締役を務めていることについ

て情報を開示すべきである。 

⑵ 鎮西学院の意見 

Ｅ監事の指摘内容は、鎮西学院にとってのＩ最高顧問の重要性を軽視した

ものである。 

３月の理事会冒頭でのＩ最高顧問のスピーチは、理事会の議事とは区別し

ており、そのことは理事会にも了承を得ている。 

執行部としては、Ｉ最高顧問について、鎮西学院の法人経営上、多額の寄

附や無利子での融資を受けている最も重要なステークホルダーと位置付けて

おり、卒業生でもあるＩ最高顧問が、母校である鎮西学院の現状についてス

ピーチの場を求められた場合、当然に尊重されてしかるべきと考えている。 

なお、Ｂ理事長が、Ｉ最高顧問が代表取締役を務める株式会社の取締役を

務めている件については、令和６（２０２４）年５月２４日の理事会におい

て、Ｂ理事長自ら情報開示済みである。 

⑶ 事実認定等 

ア 令和６（２０２４）年２月２９日の理事会のＡ氏の発言に対する対応 

前記第３の２⑶のとおり、一連のＡ氏発言の存在は、２月２９日理事会

録音データ等から認定できる。 

そして、この一連のＡ氏発言の間、Ｂ理事長は、発言を続けるＡ氏及び
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Ｅ監事に対して、 

「すみません、もう時間もありますし、ここでは持ち帰って検討します。」 

「Ａ先生、これくらいでおさめましょう。」 

「それを言うとお互いに言い合いっこになるから、もうこのへんでやめ

ましょう。何のメリットもないから。いいですか。検討はします。」 

などの発言をしたことも、２月２９日理事会録音データから認定できる。 

イ ３月の理事会のＩ最高顧問の発言に対する対応 

鎮西学院より提供を受けた３月の理事会の録音データなどから、以下の

事実が認定できる。 

(ア) Ｂ理事長が、理事会の冒頭で、 「今日は、Ｉ最高顧問がお見えになって

ますので、何かメッセージを皆さんにあげたいということだったので、

ちょっとお時間いただきます。」と述べた上で、Ｉ最高顧問の発言が開始

された。 

 これに際し、Ｉ最高顧問が発言をすることに、異議や疑問を呈した理

事はいなかった。 

(イ) その後、約３５分にわたってＩ最高顧問の発言が行われた。 

内容は、鎮西学院の歴史、鎮西学院卒業生としての学院への思いのほ

か、Ｊ前理事長に対する批判、特にＪ前理事長が鎮西学院への寄附金の

一部を自らが受け取ったのではないかという疑念などであった。ただ、

当委員会による理事からのヒアリングによると、Ｉ最高顧問は高齢であ

り、滑舌や話の流れなどから、発言の一部を聞き取れなかったり、意味

内容を全て理解できなかったりした理事も多かった。 

 このＩ最高顧問の発言中、Ｂ理事長がＩ最高顧問の発言を制止するこ

とはなかった。 

 他の理事からも、Ｉ最高顧問の発言を制止したり、議長に対して議事

の進行を求めたりする言動もなかった。 
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 また、Ｉ最高顧問の発言中、理事の一人が、時間の都合から退席した。 

(ウ) 同年５月２４日理事会のＢ理事長の情報開示 

Ｉ最高顧問を理事に選任する議案の審議に先立ち、Ｂ理事長が、Ｉ最

高顧問が主要株主であり代表取締役を務める株式会社の独立社外取締役

を務めている旨を発言した。 

その後の審議の結果、Ｉ最高顧問の理事選任の議案は、否決された。 

⑷ 法令規程等 

ア 寄附行為１８条３項に「理事会は、理事長が招集する。」と規定され、さ

らに、同条７項において「理事会に議長を置き、理事長をもって充てる。」

と規定されている。 

イ 私立学校法３７条７項、８項は、「役員のうちには、各役員について、そ

の配偶者又は三親等以内の親族が一人を超えて含まれることになっては

ならない。」などと、役員に選任できない場合や、役員に選任できない者に

ついて規定している。 

⑸ 検討 

ア 理事会における議長の役割について 

(ア) 理事会は、学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する役割

を持つ（寄附行為１８条２項）。 

このため、理事会においては、各理事が自由意思に基づき、自らの責

任において自由闊達な議論がなされるべきである。 

このような観点から、議長は、議事運営の役割を担うものの、理事を

含む理事会出席者の発言を制止するなどすることには謙抑的であるべき

である。 

また、理事会での発言の責任は、飽くまでも発言者たる出席者が負う

べきである。これを制止しなかったという消極的な理由で、議長が何ら

かの責任を負うことは、極めて例外的な場合に限られると考える。 
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具体的には、時間の関係上やむを得ない場合や刑法犯に当たると容易

に判断できるような高い違法性が明白な言動、他の理事から発言の制止

を求められ、かつ、その求めが客観的に妥当と思われる場合などが想定

される。 

(イ) また、理事会は、理事の職務の執行を監督する役割等を持つ以上、そ

もそも議長以外の理事も、何らかの問題があると考えた場合には、直接

発言者に対して注意をしたり、議長に対して注意を促したりすべきであ

る。 

監事も、「監事は、理事会、評議員会その他理事長が必要と認める学院

内の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。」（監事監査規程

１０条）とされていることから、問題発言に対しては、監事も意見を述

べることができる。 

このような点から、議事運営に関する責任は、議長が、唯一かつ全面

的な責任を負うものではないと解される。 

(ウ) 以上を踏まえて、以下、Ｂ理事長の議事運営が、このような例外的な

場合に当たるか否かを検討する。 

イ ２月の理事会及び３月の理事会の議事運営について 

(ア) まず、２月の理事会における一連のＡ氏発言は、前記第３の２におい

て認定したとおり、極めて不当である。 

ただし、この一連のＡ氏発言の責任は、一次的にはＡ氏本人が責任を

負うべきものである。 

併せて、一連のＡ氏発言によって、監査報告書の指摘するような理事

会における萎縮等を生じさせた可能性のあることは、前記第３の２⑷(ｴ)

において当委員会も認定するとおりである。しかし、かかる萎縮等は、

飽くまでも一連のＡ氏発言に起因するものであり、Ｂ理事長の議事運営

によるものとは評価できない。 
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 また、前記のとおり、Ｂ理事長は、「Ａ先生、これくらいでおさめまし

ょう。」などと、Ａ氏を制止しようとする発言も複数回しており、Ｂ理事

長において、一連のＡ氏発言を完全に放置していたとはいえない。 

このような点に鑑みると、２月の理事会におけるＢ理事長の議事運営

が、前記の例外的な場合に当たるとは断じ難い。 

(イ) ３月の理事会のＩ最高顧問の発言の対応についても同様である。 

Ｂ理事長は、冒頭で理事らに対してＩ最高顧問から発言があることを

伝えている。これに対し、理事らから異議や疑義は呈されておらず、事

実上、Ｉ最高顧問の発言について出席した理事らから承認されたものと

評価できる。 

その後、約３５分と相当程度の時間にわたってＩ最高顧問の発言が続

き、かつ、発言には不適切と思われる内容も含まれていたようではある

（なお、当委員会の調査対象はＢ理事長の議事運営の適否であり、Ｉ最

高顧問の発言内容自体の適否や真偽は調査対象ではなく、厳密な判断は

行わない。）が、高い違法性が明白な言動とまでは評価できない。 

また、この発言中、Ｂ理事長が制止することはなかったが、これは出

席した他の理事及び監事も同様であった。 

なお、Ｉ最高顧問の発言中に時間の関係から退席した理事が一人いた

ことは事実であるが、午後２時０５分に開始された評議員会が予定終了

時間である午後３時００分を大幅に超えた午後４時２０分まで長引き、

その結果、理事会も、予定開始時間の午後３時００分を大幅に超えた午

後４時３５分に開始されたことが主たる原因であって、Ｉ最高顧問の発

言のみがその原因ではない。 

これらの点から、同日の理事会におけるＢ理事長の議事運営について

も、Ｂ理事長が何らかの責任を負うべき前記例外的な場合に当たるとは

認められない。 
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ただし、Ｉ最高顧問が、鎮西学院の最大の功労者であるとはいえ、こ

の時点で理事の立場は有していなかったこと、理事会の開始時間が大き

く遅延していたことなどに鑑みると、Ｂ理事長において、発言に先立ち、

発言内容や発言時間等をＩ最高顧問と打ち合わせておくなど、理事会が

スムーズに進行できるようにする運営上の工夫をする余地はあったよう

に思われる。 

ウ Ｂ理事長による情報開示について 

Ｉ最高顧問を理事に選任する議案の審議に当たって、Ｂ理事長は、Ｉ最

高顧問が主要株主であって代表取締役を務める株式会社の取締役を務め

ていることの情報開示をすべきとの監査報告書の指摘について、この監査

報告書の提出された令和６（２０２４）年５月２０日の後に開催された同

月２４日の理事会において、Ｉ最高顧問の理事選任の議案の審理に当たり、

Ｂ理事長から情報開示された上で審議されており、問題はない。 

なお付言するに、理事等への選任を審議する対象者に、役員の選任が制

限される私立学校法３７条７項、８項に該当又は該当し得る者がいる場合

などには、当然ながら積極的に情報を開示すべきである。 

加えて、鎮西学院内のガバナンス強化を図るという観点や改正私立学校

法において理事などと特別利害関係を有する者（一定の範囲の親族や使用

人等）は理事となることができないと規定された趣旨等に鑑みると、理事

に選任しようとする者との特別な関係性についての情報は、積極的に開示

し､その情報を踏まえて理事会において理事の選任を審議することがより

望ましいと思われる。 

⑹ 結論 

 Ｂ理事長による２月の理事会及び３月の理事会の議事運営について、Ｂ理

事長に何らかの責任を認めることは困難である。 

 また、Ｂ理事長が、Ｉ最高顧問が代表取締役を務める会社の取締役である
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ことについて、同年５月２４日の理事会の審議において、Ｂ理事長から情報

開示がなされている。 

⑺ 鎮西学院の取組に対する評価及び提言 

鎮西学院においては、改正私立学校法の施行に伴い、内部統制システムの

再構築が求められていることから、理事会運営のあり方も点検が必要となっ

ており、寄附行為施行細則、理事会規程等の関係諸規程を本年度中に改正す

る予定であるとのことである。 

 かかる改正作業及びその検討に当たっては、これを機に、議長である理事

長はもちろん他の理事も含めて、理事会が理事の職務の執行を監督する役割

を持つことなど理事らの責務についての認識と意識を高めることが重要であ

ると考える。 

 

第４ 監査報告書提出に至るまでの監査について 

１ 鎮西学院は、Ｅ監事の一連の監査及び監査報告書の提出について、「執行部と

しては、Ｅ前監事が監査報告書への指摘事項を記載した目的は、Ａ学院長・学

長の解任とＣ事務局長の懲戒処分を目的としたものであり、２月臨時理事会に

おけるＡ学院長・学長の発言に対する私怨に基づくものであると考えます。」、

「Ｅ監事は一貫して、一連の指摘事項について、十分な事実確認・調査、事務

当局や関係者とのコミュニケーションを行うことなしに、一方的な評価・判断

を下しています。」、「監事という立場を利用して、公表が義務付けられている監

査報告書において個人を糾弾することにより、当該役員のみならず、鎮西学院

の社会的信用を損なわせようとしたと考えざるを得ません。」（鎮西学院意見書

（添付資料２））と強く非難している。 

以下、監査報告書提出に至るまでのＥ監事による一連の監査についても検討

する。 

２ Ｅ監事の立場について 
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⑴ Ｅ監事は、平成３１（２０１９）年４月１日から鎮西学院の顧問弁護士の

立場にあった。 

その後、令和３（２０２１）年６月２０日に、鎮西学院の監事に就任した。 

⑵ 寄附行為７条２項は、監事の選任に関して、「前項の選任に当たっては、監

事の独立性を確保し、かつ、利益相反を適切に防止することができるものを

選任するものとする。」と規定されている。 

 文部科学省の改正私立学校法説明資料は、「顧問契約を結んでいる者を監

事として選任することが私立学校法違反になるということか。」との質問に

対し、「本規定は、監事としての職務以外に学校法人と顧問契約等を結ぶこと

により報酬を得ている場合（例：会計監査人、アドバイザー契約等）、こうし

た者が監事に選任されることにより監査する立場と監査される立場が利益相

反的な関係となる可能性があるため、それらを防止することができる者を選

任することが適当との観点から追加されたものです。顧問契約を結んでいる

者を監事として選任することが直ちに私立学校法違反になるものではありま

せんが、監事に期待される役割を踏まえて適切な者を選任することが必要で

す。」と回答している（改正私立学校法説明資料（令和元年１０月７日（月）

（１０月３日・１０月１０日改訂）６９頁）。 

 よって、鎮西学院の顧問弁護士を選任することについて、直ちに寄附行為

等に違反するものではない。 

⑶ その後、鎮西学院は、令和５（２０２３）年１２月２２日付けで、同月３

１日をもって、弁護士としてのＥ監事との法律顧問契約を解約する旨を通知

した。 

当委員会のヒアリングに対し、執行部は、この理由について、 「令和５（２

０２３）年１２月１５日の理事会で紛糾した校長選任問題などの今後の対応

等について、顧問弁護士に相談したかった。しかし、顧問弁護士でもあるＥ

監事は、理事会において、監事として、まさにこれらの問題について意見を
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述べるなどしていたため、顧問弁護士として相談することができなかった。

このため、顧問契約を解除することとした。」旨を陳述している。 

３ Ｅ監事の監査の方法について 

⑴ このような中、Ｅ監事は、その次の令和６（２０２４）年２月２９日に開

催された２月の理事会において、執行部からの意見聴取や事前予告なしに２

通の意見書(添付資料５、６)を理事会に提出し、理事らに説明を行った。 

⑵ その後、Ｅ監事の監査は、執行部及び事務局に対し、資料要求や質問をＥ

メールで細かく繰り返す方法で行われた。Ｅ監事から、執行部及び事務局に

対して、電話や面談による問合せ、学院内での資料確認等は行われていない。 

一方で、執行部及び事務局からも、Ｅ監事に対して、面談等により積極的

に説明を行うなどはしていない。 

この間の前記第３の３⑶イ、ウ、エにもあるＥ監事と執行部及び事務局と

のＥメールのやりとりをみると、警戒感を強めた執行部及び事務局が、Ｅ監

事に迅速かつ誠実な対応をしないことで、更にＥ監事の執行部及び事務局に

対する不信感と要求が強まるという、相互に疑心暗鬼を高めていく悪循環に

至った経過が看取できる。 

⑶ その結果、監査報告書が提出された。 

監査報告書は、作成の日から５年間、学校法人の各事務所に備えて置き、

閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧

に供しなければならない書面である（私立学校法４７条２項）。また、遅滞な

くインターネットの利用による公表も義務づけられている文書である（寄附

行為３９条２号）。 

監査報告書の記載内容が、執行部のみならず鎮西学院の教職員、生徒及び

学生たちに与える影響は甚大である。 

⑷ 以上の経緯に鑑みると、監査報告書提出に至るまでに、監事と執行部及び

事務局との間で、より円滑な監査方法、コミュニケーションがあってもよか
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ったように思われる。 

鎮西学院の監事監査規程には、「監査の実施にあたり、理事及び教職員に対

して質問をし、事実の説明を受け、又は必要に応じて資料の提供を求めるこ

とができる。」（監事監査規程７条２項）と規定され、監事監査ガイドライン

には「２ 監査方法」として「理事及び職員の業務執行に関するヒアリング」、

「部門長・職員及び学生・生徒・保護者等関係者へのヒアリング」と明記さ

れており、監事がヒアリング等の監査手法をとることに何ら問題はない。 

この点を踏まえると、監査報告書の「１ Ａ学長の勤務状況及びＡ学長へ

の給与等の支払について」の指摘事項に関して、Ｅ監事が顧問弁護士として

４年弱、監事としては３年にわたって鎮西学院に関わる中で、鎮西学院の就

業規則や鎮西学院とＡ氏の雇用契約の内容及び勤務状況等について知悉し、

又は知悉すべき立場にあったこと、Ａ氏が学長に就任した時点で顧問弁護士

であり、Ａ氏が学長に再任された時点で顧問弁護士かつ監事であったことな

どに鑑みると、鎮西学院の意見の「この事案についての問い合わせは、本年

４月２６日にＥ監事よりＣ事務局長あてＥメール（「学院長及び学長の契約

内容等について」）での関係資料のやり取り、５月２０日の監事監査時のＣ事

務局長との１０分程度の質疑応答のみで、監査報告書が提出されるまで、問

題の所在がどこにあるのか、明確にお伝えいただけませんでした。」、「これら、

Ａ学院長・学長の就任・再任以降の勤務状況、雇用条件及び学内の補佐体制

等について、Ｅ前監事は当然に知っていたにもかかわらず、今回の監査報告

書を除き、なんら指摘・注意喚起を行ったことはありません。」（ （添付資料２））

との強い不満を持つに至ったことについては、首肯できる側面もある。 

⑸ 監査報告書は、Ｅ監事において主に起案されたものであるところ、共に監

査報告書を提出したＦ監事も、当委員会のヒアリングに対し、「今から考える

と、監査報告書で指摘することとは別の方法もあっただろうとは思う。いっ

たん事務局に提案などをした上で、その提案に対応しないとか、反発するよ
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うなことがあった時に、監査報告書で指摘するという方法もあったように思

う。」旨を陳述している。 

⑹ さらに、当委員会のヒアリングに対し、複数の理事（外部理事を含む。か

つ、執行部の理事は含まない。）は、「監査報告書を提出するまでのプロセス

について、そこまでしなければならないのか、事前に理事会などで議論をす

る場があってよかったのではないかと思った。２月の理事会から、Ｅ監事は

攻撃的になったと感じた。」、「監査報告書は、Ａ氏を辞めさせることにターゲ

ットを絞って出されている。鎮西学院としての監査になっていないのではな

いかと思う。」旨の疑問を呈している。 

４ 検討 

Ｅメールによって、資料要求と質問等を細かく繰り返すＥ監事の監査方法は、

それ自体が不適切ではないものの、相互に疑心暗鬼を高める悪循環を生んだ側

面があったといわざるを得ない。執行部や事務局と面談して疑問点や資料など

を直接確認するとともに、監事の問題意識、監査の意図等を伝えるなど、より

コミュニケーションを取りつつ円滑に監査を進める方法はあったように思われ

る。同時に、執行部や事務局の方からも積極的に監事にコミュニケーションを

求め、説明等を行うべきであった。 

併せて、監査報告書提出に当たり、指摘事項によっては、監査報告書での指

摘の前に、執行部に対して問題提起をして改善を促し、これに対する執行部の

対応が不十分であった場合に、その経過も含めて監査報告書で指摘するなどの

プロセスを経てもよかったようにも思われる。 

５ 結論 

以上から、監査報告書提出に至る経緯等に鑑みると、鎮西学院にとって、よ

り良い監査方法もあったように思われる。 

ただし、かかる事情は、監査報告書の指摘事項の適否とは別問題である。 

前述した、当委員会の監査報告書の各指摘事項に対する判断に影響を与える
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ものではないことを念のため付言する。 

  

第５ 最後に 

 鎮西学院においては、執行部と、執行部に反発する理事や教職員等という二

極が存する。この点については、ヒアリングした関係者の多くが、一様に同様

の認識を示した。 

当委員会は、第三者の立場から、いずれの立場にも与することなく調査、判

断をした。 

その調査を通じて、相互不信、疑心暗鬼の高まりから、この二極間での対立

が深刻な状況に至っているように感じている。 

一方で、双方が、鎮西学院の現状や将来を憂える思いは同じであるとも感じ

ている。 

にもかかわらず、相互不信と対立が高まっている大きな原因は、双方のコミ

ュニケーション不足、相互理解の不足に起因するものが大きいと考えている。 

さらに、その要因として、理事長、学院長及び学長のいずれもが常駐してい

ないこと、鎮西学院に以前から横たわる法人本部及び大学の教職員と、高校の

教職員との対立や没交渉、事務局の人員不足など様々な要因が絡み合っている

と推察している。 

鎮西学院における最も重視すべきステークホルダーは、生徒、学生たちであ

る。 

双方が相克を乗り越えた上で、鎮西学院を明るい未来に導くという双方共通

の目標に向かって、両者が、緊密なコミュニケーションと相互理解を深めて協

同していくことを願っている。 

以 上 

 

【添付資料】 
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１ 当委員会の開催日時及び内容等 

２ 令和６（２０２４）年１１月８日付け「監査報告書の指摘事項等に対する意

見書及び対応状況について」 

３ 同日付け「監査報告書における指摘事項への対応状況」 

４ 令和６（２０２４）年３月２８日付け「報告書」(本文のみ) 

５ 令和６（２０２４）年２月２９日付け「意見書  （校長選考過程に基づくもの）」 

６ 同日付け「意見書(学部長選挙に関するもの)」 

 



別紙 
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